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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

総括研究報告書 

 

地域に応じた肝炎ウイルス診療連携体制構築の立案に資する研究 

 

研究代表者：金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 

 

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的に
進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を中心
とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ
ルス感染者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかりつけ医）

から専門医への紹介がなされないといったことによって、せっかくの抗ウイルス療法が導
入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生じている。今
回、肝炎ウイルス陽性者が適切に専門医へ紹介される仕組みを構築することを目的に研究
を行った。肝炎ウイルス陽性者の専門への紹介の実情や問題点を明らかにする目的で、石

川、佐賀、福岡、愛媛、京都府各府県医療機関を対象にほぼ共通のアンケート調査を行っ
た。いずれの府県においても、肝炎ウイルスに感染しているにもかかわらず専門医へ紹介
しない理由として、患者の拒否が最多であった。患者が紹介を断る理由としては、高齢、
多忙、無症状、交通の手段がないことなど挙げられた。担当医が肝炎ウイルスに感染して
いるにもかかわらず治療が不要と判断する理由としては、いずれの府県においても高齢、
認知症・難治性疾患の存在、肝機能正常、施設入所などが挙げられた。また各班員が以下
の取り組みを行った。妊婦検診における肝炎ウイルス陽性者を専門医へ受診勧奨するシス
テムを全県下で運用し、産前・産後の専門医への受診状況を確認した所、特に乳幼児検診

が、受診状況確認の機会として有用と考えられた（石川）。肝炎ウイルス陽性者の診療情
報を、ICTを用いて拠点病院－専門医療機関間で共有するシステムを運用した。ICTを用い
ることで、従来の紙媒体に比べて効率よく肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関への受診確
認を行うことができた（石川）。外部の検査会社における肝炎ウイルス検査状況を調査し
たところ、年間約75000件の検査を受注していた。かかりつけ医が外部の検査会社に肝炎
ウイルス検査を依頼した際に、受検者に結果確認及び陽性時の専門医療機関受診を促すリ
ーフレットを作成し、外部の検査機関と協力し、配布した（石川）。かかりつけ医におけ
る高齢者の肝炎ウイルス陽性者の専門医への紹介状況を明らかにするため、高齢者を診療
する機会が多い3医療機関において肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、予後、専門医への紹
介状況を調査した。その結果、高齢者では、認知症、麻痺、さらに交通の便の問題から、
肝炎ウイルス陽性にも関わらず専門医を受診できない症例が多かった（石川）。2次医療
圏毎の肝炎治療の偏在を人口当たりの肝炎治療受給者証交付件数と健康増進事業の肝炎ウ

イルス検査の受検率から推測したところ、2医療圏において、低値であり、今後の重点的
な対策が必要と考えられた（京都府）。院内で実施された肝炎ウイルス検査陽性者の解析
から､消化器内科への紹介には、診療科による違いもあり､院内連携の改善に向けて､診療
科に個別のアプローチやトップダウンによる周知が必要と考えられた(愛媛県)。疫学班
（代表研究者 田中純子）と共同で、8府県（京都、広島、愛媛、福岡、神奈川、佐賀、岩
手、石川）の肝炎対策の取り組みをスコア化し、レーダーチャートで示すことで「見える
化」した。また指標班（代表研究者 考藤達哉）と連携し、拠点病院を対象に病診連携指
標の運用を開始した。 
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えられた（京都府）。院内で実施された肝炎ウイルス検査陽性者の解析から､消化器内
科への紹介には、診療科による違いもあり､院内連携の改善に向けて､診療科に個別のア
プローチやトップダウンによる周知が必要と考えられた(愛媛県)。疫学班（代表研究者 
田中純子）と共同で、8府県（京都、広島、愛媛、福岡、神奈川、佐賀、岩手、石川）
の肝炎対策の取り組みをスコア化し、レーダーチャートで示すことで「見える化」し
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運用を開始した。 
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A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝細胞がん（肝がん）への進

展阻止が有効に行われている。また、画像

診断を中心とする肝がんのサーベイランス

が行われている。我が国では肝炎対策基本

法、それに基づく肝炎対策指針、また、肝

炎研究 10 カ年戦略など、ウイルス性肝炎

への対策が示されている。 

こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいはサーベ

イランスが実施されていないことが生じて

いる。また、肝炎対策には居住地域による

取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の

構築が必要である。具体的には、それぞれ

の地域に適した肝疾患診療連携拠点病院

（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機関、

非肝臓専門医、行政機関や検診機関、医師

会が一体となった連携体制の確立が必要で

ある。 

石川県では、行政が実施する肝炎ウイル

ス検診が開始された平成 14 年度から、全

国に先駆けて行政及び拠点病院が、検診陽

性者に対して受診状況調査・勧奨を行うフ

ォローアップ事業を行ってきた。この事業

の検証から非肝臓専門医から肝臓専門医へ

の患者紹介が様々な障壁で行われていない

ことが明らかになりつつあり、本研究では

その解決法を考案し、実行する。また肝が

ん死亡率が高い府県（佐賀県、福岡県、愛

媛県、京都府）の拠点病院の研究分担者が、

肝炎ウイルス陽性者の診療連携を進めるう

えでの障壁を府県毎に明らかにし、研究班

全体で共有し解決を図る。本研究班は、肝

炎ウイルス陽性者に対する地域の特性にあ

わせた効率的、効果的対策を行うための参

考となる資料を示す。本研究の成果は、各

地域に適した診療連携体制を確立すること

で、最終的に我が国の肝炎ウイルス陽性者

の受診率の向上と肝炎患者の重症化の予防

に資する。 

 

B. 研究方法 

1) 肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関へ

の紹介に関するアンケート調査：石川

県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京都府

でそれぞれ、肝炎ウイルス陽性者の専

門医療機関への紹介の実情や問題点を

明らかにする目的で、各府県の拠点病

院に所属する分担研究者が中心となっ

て医療機関を対象にアンケート調査を

行った。尚、アンケートの調査項目は、

ほぼ共通のものを用いた。 

2) 妊婦検診陽性者に関する研究（石川

県）：平成 30 年度から石川県、金沢

市などの行政、石川県産婦人科医会の

協力をえて、妊婦検診で判明した肝炎

ウイルス検査陽性者を肝臓専門医へ受

診勧奨を行うシステムを全県下で構築

した。金沢市に関しては、受診勧奨を

行った妊婦のフォローアップデータを

収集した。 

3) 医療機関における肝炎ウイルス検査陽

性者の調査（石川県）：高齢者を診療
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する機会の多い 3医療機関で、2013 年

11 月 1 日～2018 年 7 月 31 日までの間

に院内で実施された肝炎ウイルス検査

で HCV 抗体陽性であった 158 名を対象

として、その後肝臓専門医の紹介され

なかった陽性者となされた陽性者間で

臨床背景を比較した。 

4) ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有（石川県）：石川

県及び石川県医師会が県内で運用して

いるIDリンクシステムを用いて、拠点

病院-肝疾患専門医療機関間診療情報

共有開始した。対象者は、拠点病院に

よるフォローアップ事業である「石川

県肝炎診療連携」に参加同意した者と

した。また。石川県、石川県医師会、

専門医療機関と合意形成・運用法調整

を行い、2018 年 11 月末から運用を開

始した。ID リンクシステムを利用した

「いしかわ診療情報共有ネットワーク」

による診療情報共有に関しては、「い

しかわ診療情報共有ネットワーク同意

書」を用いて同意を取得した。 

5) 外部の検査会社における肝炎ウイルス

検査の状況調査と専門医受診を促すリ

ーフレットの配布（石川県）：平成30

年度の 1 年間に外部の検査会社が石川

県内の医療機関からの依頼で実施した

肝炎ウイルス検査の件数、依頼元の医

療機関の診療科などを 3 社から収集し

た。また外部の検査会社で肝炎ウイル

ス検査を施行された患者向けリーフレ

ットを作成し、検査会社と協力し配布

を開始した。 

6) 2 次医療圏間による肝炎医療偏在に関

する研究（京都府）： 京都府下の 2

次医療圏毎に肝炎治療体制、肝炎治療

の偏在について人口当たりの肝炎治療

受給者証交付件数と健康増進事業(40

歳検診)肝炎ウイルス検査の受検率か

ら推測した。 

7) 肝炎ウイルス陽性者の院内連携に関す

る解析（愛媛県）：2019 年 4 月～9 月

に愛媛大学医学部附属病院において

HBs 抗原､HCV 抗体を測定し陽性であっ

た患者を対象とし､診療連携の状況に

ついての解析を行った。 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握（広島大学 田中班員）：下記の

資料を用いて、岩手・神奈川・石川・

京都・広島・愛媛・福岡・佐賀の8府

県に関して解析を行った。都道府県別

にみた肝癌死亡数、粗肝癌死亡率（人

口動態統計より）、都道府県別にみた

75歳未満年齢調整肝癌死亡率（国立が

ん研究センターがん統計より）、都道

府県別にみた100万人当たり肝疾患専

門医数（日本肝臓学会より）、各自治

体における肝炎ウイルス検査の実績

（厚生労働省健康局がん・疾病対策課

肝炎対策推進室）、肝炎ウイルス検査

受検率（平成23年度、平成29年度 肝

炎検査受検状況実態把握調査（国民調

査））、肝炎検査受検状況等実態把握

調査（追加調査）、平成29年度 都道

府県肝炎対策取組状況調査。 

最終的に、以下の13スコアの「標準

化スコア」（平均50点、標準偏差10点

となるように変換）を算出し、都道府
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県別にレーダーチャートで示した。 

 受検関連スコア 

 受診関連スコア 

 受療関連スコア 

 フォローアップ関連スコア 

 肝癌死亡数（逆数） 

 肝癌死亡率（逆数） 

 100 万人当たりの肝臓専門医数 

 HBV 認識受検率 

 HCV 認識受検率 

 HBV トータル受検率 

 HCV トータル受検率 

 HBV トータル受検率増加率 

 HCV トータル受検率増加率 

9) 診療連携指標に関する解析（国立国際

医療研究センター肝炎・免疫研究セン

ター考藤班員）：「肝炎の病態評価指

標の開発と肝炎対策への応用に関する

研究」班（指標班）（研究代表者：考

藤達哉）では、平成29年度に肝炎医療

指標（33）、自治体事業指標（21）、

拠点病院事業指標（20）を作成した。

平成30年度、平成31年度/令和元年度

には、これらの指標を拠点病院へのア

ンケート調査、拠点病院現状調査（肝

炎情報センターで実施）、都道府県事

業調査（肝炎対策推進室で実施）から

評価した。 

本研究班では、指標班との連携によ

り、院内連携、病診連携に関係する指

標として電子カルテを用いた院内連携、

ウイルス肝炎検査陽性者の受診、C 型

肝炎治癒後のフォロー等に関する指標

を主に評価した。平成 31 年度/令和元

年度には、肝炎医療指標調査の中で病

診連携指標を調査した。拠点病院に対

しては全71拠点病院を対象に、専門医

療機関に対しては、指標班が抽出した

10 都道府県に各 5専門医療機関の選択

を依頼し、全50専門医療機関を対象に、

同じ病診連携指標を用いてパイロット

調査を実施した。 

 
 

（倫理面への配慮） 

石川県で行った研究に関しては、金沢大

学医学倫理審査委員会により審査、承認の

上実施した。（研究題目：石川県における

肝炎ウイルス検診陽性者の経過に関する解

析 2018-105 (2871)及び市中病院におけ

る肝炎ウイルス陽性患者の経過追跡調査 

2018-106(28712）)。その他の分担研究者

の実施した研究に関しては、個人情報を取

り扱うことはない。したがって厚生労働省

「人を対象とする医学系研究に関する倫理

指針」（平成 26 年 12 月 22 日）を遵守す

べき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

1) 肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関へ

の紹介に関するアンケート調査（金子、

江口班員、鳥村班員、日浅班員、伊藤

班員） 

石川県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京都
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府で、肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関

紹介に関するアンケート調査を計画・実施

した。アンケートの質問項目は、ほぼ同じ

内容とし、肝炎ウイルス陽性者を紹介しな

い理由を明らかにすることを目的とした。 

府県毎にアンケートの進行状況や回収率

に差異を認めた（表 1）。石川県、佐賀県、

愛媛県に関しては、督促を行うことで高い

回答率が得られた。対象医療機関の選定や

記名の有無などで地元医師会との調整に難

渋する府県も多かった。代表的な質問に対

する結果を示す（結果 1～結果 5）。 

 

表 1 アンケート調査実施状況 

 

質問 1 肝炎ウイルス陽性にもかかわらず

専門医療機関へ紹介しない理由 

 
質問 2 患者が専門医療機関への紹介を断

る理由 

 

質問 3 担当医が専門医療機関への紹介を

不要と考える理由 

 
質問 4 肝炎ウイルス陽性者が何歳であれ

ば専門医療機関へ紹介するか 

 

質問 5 ALT の基準値は？（福岡県のみ） 
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2) 妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者

の解析（石川県、金子） 

各市町が主体となって実施している妊婦

を対象とした肝炎ウイルス検査陽性者への

専門医療機関への受診状況の確認、受診勧

奨といったフォローアップは行われてこな

かった。平成30年度から全県下で妊婦健診

における肝炎ウイルス検査陽性者に対して、

妊娠中から出産後も継続的に専門医療機関

への受診状況確認、未受診者への受診勧奨

を行うシステムを構築し、運用を開始した。

具体的には、妊娠中は、市町の保健師が妊

婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者の検査

を行った産婦人科医療機関への結果の確認

及び陽性者本人に対する保健指導、専門医

療機関への受診勧奨を行う。さらに出産後

も、乳幼児健診の際に、市町の保健師が乳

幼児健診の際に専門医療機関への受診状況

確認、未受診者への受診勧奨を行う。 

今回、平成30年度の金沢市の妊婦検診陽

性者のフォローアップ状況を解析した。平

成30年度、金沢市では3479名が妊婦検診を

受検し、HBs抗原陽性が5名、HCV抗体陽性

が3名であった。これら8名に関して、6名

では妊娠中からの支援が開始可能であり、

出産後に関しては、全例で支援が可能であ

った。しかし、妊娠中～出産後に専門医療

機関受信を確認できた症例は、6例であっ

た。またHCV抗体陽性者3名中2名がHCV RNA

は陰性と考えられた（表2） 

 

 

 

 

 

表2 金沢市における妊婦健診者のフォロ

ーアップ状況 

 

 

3) 医療機関における肝炎ウイルス検査陽

性者の調査（石川県、金子） 

今回特にかかりつけ医における高齢者の

肝炎ウイルス陽性者の専門医への紹介状況

を明らかにするため調査を行った。調査を

行った3つの私立医療機関の内訳は以下の

通りで、いずれも高齢者を診療する機会が

多い医療機関である。 

A病院：主な診療科―内科（慢性期63床）、

老健施設（100床）。 

B病院：主な診療科―内科（97床、急性期

37床、慢性期60床）。 

C病院：主な診療科－整形外科、内科（急

性期54床）。 

 尚、いずれの医療機関も電子カルテは導

入されていない。対象患者は、平成26年11

月から令和元年11月の5年間で肝炎ウイル

ス検査（HCV抗体及びHBs抗原）を施行され

いずれかが陽性であった患者とした。各医

療機関の調査結果を表3に示す。 
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表3 3医療機関での調査結果 

 

4) ICTを用いた診療情報共有の肝炎ウイ

ルス陽性者のフォローアップにおける

有用性の解析（石川県、金子） 

平成30年10月から、IDリンクシステムを

利用して、石川県肝炎診療連携参加同意者

を対象に、拠点病院と肝疾患専門医療機関

の診療情報共有を開始した。令和2年3月末

現在で16の専門医療機関と拠点病院間で、

125名に関して石川診療情報共有ネットワ

ークの同意を取得した。すなわち、これら

の同意取得者に関しては、拠点病院-各専

門医療機関間でIDリンクシステムを用いた

診療情報共有が可能となった。 

今回、このIDリンクシステムによる診療

情報共有システムの専門医療機関の受診状

況確認における有用性を検証した。石川県

では、平成20年度から、肝炎ウイルス陽性

者に対して、拠点病院が経年的なフォロー

アップを行ってきた。このフォローアップ

システム｢石川県肝炎診療連携｣に参加同意

した場合、拠点病院から年1回、県が指定

する肝疾患専門医療機関（以下専門医療機

関）での診療内容を確認する｢調査票｣が同

意者本人へ郵送される。同意者は、調査票

を持参し、専門医療機関を受診し、担当医

は診療内容を調査票に記載する。調査票は、

拠点病院へ返送され、拠点病院は受診状況

や病態の確認を行っている。石川県肝炎診

療連携開始当初は、調査票の拠点病院への

返送率（＝専門医療機関受診率）は、100%

近くであったが、2年目以降は50%程度まで

低下している。 

今回、石川県肝炎診療連携参加同意者で、

令和元年5月末日までにIDリンクしシステ

ムを用いた拠点病院-専門医療機関間の診

療情報共有に同意した100名を対象に、専

門医療機関受診状況を、従来の調査票及び

IDリンクシステムにより解析した。 

令和元年11月末現在、調査票の返送率は、

59%であった。一方、調査票未返送の41名

に関して、IDリンクシステムを用いて専門

医療機関の診療情報を閲覧することで、専

門医療機関への受診確認が可能であった。 
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5) 外部の検査会社における肝炎ウイルス

検査の状況調査と専門医受診を促すリ

ーフレットの配布（石川県、金子） 

院内で肝炎ウイルス検査が実施されてい

る場合は、電子カルテなどを利用して肝炎

ウイルス陽性者の拾い上げを行うことで専

門医紹介につなげることが可能である。し

かし、かかりつけ医は、外部の検査機関に

肝炎ウイルス検査を外注する場合が多いた

め、そのような院内連携を行うことが難し

い。今回、石川県内の医療機関から肝炎ウ

イルス検査を受注している外部の検査セン

ター3 社に依頼して、肝炎ウイルス検査の

受注状況を調査した（表 3）。尚、いずれ

も平成 30 年度一年間のデータである。ま

た各社、公表できるデータ内容に制限があ

るため、同じ内容での調査が困難であった。 

表 3外部検査会社における肝炎ウイルス

検査 

これらの外注での肝炎ウイルス検査結果

は別紙として患者本人に渡されている場合

が多い。しかし、術前検査や施設入所前の

ルーチン検査として実施されている場合が

多く、検査結果の十分な説明がなされてな

い可能性が考えられた。そこで、患者自ら

が肝炎ウイルス検査結果に注目して、専門

医療機関受診につながるようなリーフレッ

トを作成し、配布する事とした。拠点病院、

石川県庁の肝炎担当部署、石川県医師会と

共同で下のリーフレットを作成した。 

 最終的に肝炎ウイル検査件数の調査にご

協力いただいた 3社のうち 2社に関して、

令和 2年 2月から、肝炎ウイルス検査を受

注先に返送時に上記のリーフレットを添付

していただく取り組みを開始した。また効

果検証のため、肝炎ウイルス陽性者がこの

リーフレットを持参して肝疾患専門医療機

関を受診した際には、その旨を FAX で拠点

病院に通知するようにした。 

 

6) 2 次医療圏間による肝炎医療偏在に関

する研究（京都府、伊藤班員）：  

京都府内での肝炎治療の偏在について人

口当たりの肝炎治療受給者証交付件数と健

康増進事業(40 歳検診)の肝炎ウイルス検
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査の受検率から推測した。各医療圏におい

て人口 10 万人あたりの肝炎治療受給者証

交付件数は丹後、中丹、京都・乙訓、南丹

では 150 件を超えていたが、山城北、山城

南ではそれぞれ 142.7 件、106.7 件と低値

であった。また肝炎ウイルス検査の受検率

も山城北で 9.9%、山城南で 12.2%と他の医

療圏と比べて低かった。肝疾患専門医療機

関数や肝臓専門医数は各医療圏で差は認め

なかった。 

 

7) 肝炎ウイルス陽性者の院内連携に関す

る解析（愛媛県、日浅班員）： 

愛媛大学医学部附属病院では2019年4～

9 月の間に消化器内科以外で HBs 抗原が

4494 件､HCV 抗体が 4420 件測定され､陽性

率はそれぞれ､1.1%､2.3%であった。HBs 抗

原陽性者のうち､当院もしくは他院で加療

中の患者は 60%であり､残る 40%は消化器内

科への受診がなかった。HCV 抗体陽性のう

ち､治療後や低力価の症例を除いて､消化器

内科への紹介が望ましいと考えられる症例

が 24%存在した。 

 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握（田中班員）： 

 8 府県京都、広島、愛媛、福岡、神奈川、

佐賀、岩手、石川）における 13 項目の標

準化スコアをレーダーチャートで示した

（図 1-1、1-2）。尚、受検・受診・受

療・フォローアップは、特定感染症検査等

事業による肝炎ウイルス検査（保健所・委

託医療機関）を対象とした。 

 

図 1-1 

 

図 1-2

 

 

9) 診療連携指標に関する解析（考藤班

員）： 

1. 院内連携関連指標調査結果 

全国拠点病院（平成 29 年度時点で 70 病

院）を対象とした肝炎医療指標調査の中で、

「肝炎ウイルス陽性者受診勧奨システム

（電子カルテによる陽性者アラートシステ

ム）の導入の有無（肝炎-5）」、「同電子

カルテシステムを用いた受診指示の有無

（肝炎-6）」、「同電子カルテシステムを

用いて、消化器内科・肝臓内科以外の診療

科から紹介されたウイルス肝炎患者数（肝
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炎-7）」を、院内連携関連指標として評価

した。 

その結果、（肝炎-5）電子カルテシステ

ムを導入している（57.4％）、（肝炎-6）

電子カルテシステムで受診指示している

（63.5％）であった。また、（肝炎-7）電

子カルテシステムによる非専門診療科から

の院内紹介率は104人/329人（指標値0.32）

と全国的に低く、電子カルテシステムの導

入のみでは十分に紹介率が上がらない現状

が明らかになった。 

平成 30 年度と令和元年度の調査結果を

比較すると、電子カルテアラートシステム

導入率（53％→50％）、消化器内科・肝臓

内科への受診指示率（53％→49％）といず

れも改善は認められなかった。 

2. C 型肝炎 SVR 後フォロー指示実施率 

同様に肝炎医療指標の中で、「肝線維化

に応じた SVR 後フォローの指示率（肝炎-

14）、「SVR 後フォロー指示実施率（肝炎

-15）」を病診連携に繋がる指標として評

価した。 

全拠点病院での結果は、（肝炎-14）肝

線維化に応じたSVR後フォロー実施率7650

人/8552 人（指標値 0.90）、（肝炎-15）

SVR 後フォロー指示実施率 8509 人/8559 人

（指標値 1.00）であり、拠点病院におけ

る SVR 後のフォロー指示に関しては極めて

高い達成度であった。平成 31 年度/令和元

年度の同指標調査でも、SVR 後フォロー指

示実施率 8777 人/8937 人（指標値 0.982）

であり、高い達成度が維持されていた。 

3. 拠点病院対象病診連携指標 

B 型肝炎、C 型肝炎ともに、かかりつけ

医から拠点病院への紹介率、拠点病院から

かかりつけ医への逆紹介率はいずれも 80-

90％であったが、診療情報提供書、患者手

帳等を使っての診療連携実施率は 20-30％

にとどまっていた。専門医療機関とかかり

つけ医との病診連携指標は解析中である。 

 

D. 考察 

1) 肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関へ

の紹介に関するアンケート調査： 

今回の5府県におけるアンケート調査か

ら、肝炎ウイルスに感染しているにもかか

わらず専門医へ患者を紹介しない理由とし

て最も多いのが、いずれの府県においても

患者サイドの拒否であった。患者が紹介を

断る理由として、高齢、多忙、無症状が多

かった。また、佐賀県、愛媛県では、交通

の手段がないことも挙げられた。担当医が

肝炎ウイルスに感染しているにもかかわら

ず治療が不要と判断する理由としては、い

ずれの府県においても高齢、認知症・難治

性疾患の存在、肝機能正常、施設入所など

が挙げられた。C型肝炎、B型肝炎共に高齢、

肝機能正常であっても定期的な肝臓専門医

による診療は必須であるため、今後そのよ

うな情報提供を行うことでかかりつけ医か

ら専門医への紹介が促進される可能性が考

えられた。また、認知症患者や超高齢者に

対する対応に関するコンセンサスの作成も

必要と考えられた。 

また、肝炎ウイルス陽性者を何歳まで専

門医へ紹介するかという質問に対しては、

年齢によらず紹介するとの回答が最多だっ

たが、次に80歳までは紹介するいう回答が

多かった。80歳以上でも、ADLが保たれた

患者は多いため、年齢のみを基準に専門医
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紹介の有無を決めないような周知が必要と

思われた。さらにALTの基準値に関しては、

肝臓専門医は、30U/L未満との回答が多か

ったが、非専門医では40U/L未満との回答

も認められた。肝機能を目安に専門医紹介

を決めているかかりつけ医も存在するため、

ALT基準値の周知も重要と思われた。 

2) 妊婦検診陽性者に関する研究: 

金沢市の妊婦検診陽性者のフォローアッ

プデータから、妊娠中の支援のみでは8例

中6名しか支援ができなかったが、乳幼児

検診時に支援を行うことで、全例の支援が

可能であった。このことは、妊婦健診陽性

者のフォローアップにおける乳幼児検診の

有用性を強く示唆している。しかし、これ

らの支援を通じて2名に関しては、専門医

療機関の受診が確認できていないため、引

き続き乳幼児検診の機会を利用して専門医

療機関の受診勧奨や確認を継続していく。

また令和2年度開始予定の妊婦健診陽性者

に対する初回精密検査費用助成制度も有効

利用して、妊婦健診での肝炎ウイルス陽性

者の専門医療機関への定期受診につなげて

いく。 

3) 医療機関における肝炎ウイルス検査陽

性者の調査: 

特にかかりつけ医における高齢者の肝炎

ウイルス陽性者の専門医への紹介状況を明

らかにするため調査を行った。今回高齢者

を診療する機会が多いと思われる3つの医

療機関において、専門医への紹介状況及び、

肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、社会背景、

予後などを総合的に調査した。 

その結果、今回調査したいずれの医療機

関でも、ほぼ全ての入院患者において、

HBs抗原とHCV抗体検査が実施されていた。

急性期病院の肝炎ウイルス検査の大半は、

手術前検査一つとして実施さていた。手術

予定の患者は、術前に必ず内科医の診察を

受けるため、精密検査（ウイルス学的検査

や肝画像検査）、さらに専門医療機関への

紹介へつながりやすいと思われた。一方、

慢性期病院、老人保健施設では、肝炎ウイ

ルス検査は、職員への感染予防の為に実施

される場合が多く、精密検査や専門医療機

関への紹介へつながりにくいと思われた。 

高齢者は、併存症が多いため、肝疾患以外

の疾患で、肝疾患専門医療機関・肝臓専門

医との併診や受診歴を有する場合が多かっ

た。そのため、肝疾患専門医療機関や肝臓

専門医は、肝炎ウイルス陽性者の施設内で

の拾い上げを行い、その後の定期受診や非

肝臓専門医への診療情報提供に努める必要

がある。また高齢者は、複数の医療機関の

受診や介護サービスを受けている場合が多

い。そのため肝炎ウイルスに関する情報は、

医療機関間や介護施設間で共有する必要が

あると考えられた。 

 少数例ではあったが、石川県肝炎診療連

携の調査票を提示することで、専門医療機

関への紹介につながった症例が存在した。 

 また、認知症、麻痺、さらに交通の便の

問題から、専門医療機関への受診を勧めて

ても、受診できない症例が多く存在した。

そのような場合は、各病院で定期的なCT、

腫瘍マーカーの測定による肝がんサーベイ

ランスを行うことも可能ではないかと考え

られた。 

 今回の調査では、肝疾患が予後規定因子

と考えられた症例はごく少数であった。高
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齢者の肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関

への紹介は、認知症や麻痺の程度、併存症

の有無、介護保険の状況などを総合的判断

する必要があると考えられた。 

4) ICTを用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有: 

平成30年10月から、IDリンクシステムを

利用して、石川県肝炎診療連携参加同意者

を対象に、拠点病院と肝疾患専門医療機関

の診療情報共有を開始した。令和2年3月末

現在で16の専門医療機関と拠点病院間で、

125名に関して石川診療情報共有ネットワ

ークの同意を取得した。すなわち、これら

の同意取得者に関しては、拠点病院-各専

門医療機関間でIDリンクシステムを用いた

診療情報共有が可能となった。現在、IDリ

ンクシステムを用いた診療情報共有は、拠

点病院と専門医療機関の両方にIDを有する

患者のみ可能なため、拠点病院のIDを有し

ない患者（＝拠点病院の受診歴を有しない

患者）に関しては診療情報共有が困難であ

る。今後、拠点病院のIDを有しない患者に

関しても対応できるようなシステム改修を

図っていく。 

石川県では、肝炎ウイルス陽性者を対象

に、拠点病院がフォローアップを行う｢石

川県肝炎診療連携｣を平成20年度から行っ

ている。同連携に参加同意した場合、拠点

病院から年1回、専門医療機関での診療内

容を確認する｢調査票｣が同意者本人へ郵送

される。同意者は、調査票を持参し、専門

医療機関を受診し、担当医は診療内容を調

査票に記載する。調査票は、拠点病院へ返

送され、拠点病院は受診状況や病態の確認

を行っている。石川県肝炎診療連携開始当

初は、調査票の拠点病院への返送率は、

100%近くであったが、2年目以降は50%程度

まで低下している。 

今年度、石川県肝炎診療連携参加同意者

で、IDリンクしシステムを用いた拠点病院

-専門医療機関間の診療情報共有に同意し

た100名に関して調査票の返送率は、59%で

あった。しかし、調査票未返送の41名に関

して、IDリンクシステムを用いて専門医療

機関の診療情報を閲覧することで、専門医

療機関への受診確認が可能であった。この

ことはIDリンクシステムが従来の紙媒体を

用いたフォローアップシステムに比べて極

めて有用な専門医療機関受診確認のツール

になる事を示している。 

またIDリンクシステムには、メール機能

が装備されている。今後は、メール機能を

利用した拠点病院から専門医療機関への診

療支援も行う予定である。 

5) 外部の検査会社における肝炎ウイルス

検査の状況調査と専門医受診を促すリ

ーフレットの配布: 

1年間で、石川県では3つの外部の検査会

社で併せてHCV抗体、HBs抗原それぞれ約

75000件の肝炎ウイルス検査が実施されて

いた。またA社の結果から、病床数別では

開業医からが約50%であった。C社の結果か

ら、診療科別では、内科、透析施設、精神

科・心療内科などの内科系、及び手術を行

う機会が多い診療科（外科、整形外科、眼

科、皮膚科・形成外科、産婦人科）からが

多かった。このように非常に多くの肝炎ウ

イルス検査が実施されているが、術前検査

や施設入所前のルーチン検査として実施さ

れている場合が多く、検査結果の十分な説
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明がなされてない可能性が考えられた。そ

こで、患者自らが肝炎ウイルス検査結果に

注目して、専門医療機関受診につながるよ

うなリーフレットを作成し、配布する事と

した。拠点病院、石川県庁の肝炎担当部署、

石川県医師会共同で、リーフレットを作成

し、肝炎ウイルス検査件数の調査にご協力

いただいた3社のうち2社に関して、令和2

年2月から、肝炎ウイルス検査を受注先に

返送時に上記のリーフレットを添付してい

ただく取り組みを開始した。また効果検証

のため、肝炎ウイルス陽性者がこのリーフ

レットを持参して肝疾患専門医療機関を受

診した際には、その旨をFAXで拠点病院に

通知するようにした。次年度は、このリー

フレットの効果検証を行う。またリーフレ

ットの配布にご協力いただいた2社は、全

国に支店を有する企業であるため、効果を

確認された際には全国展開を図る。 

6) 2次医療圏間による肝炎医療偏在に関

する研究： 

今回の検討で京都府内における肝炎診療

の偏在が明らかとなった。山城北、山城南

地域においては他の地域に比べて肝炎治療

受給者証交付数、肝炎ウイルス検査の受検

率が少なかった。肝疾患専門医療機関数や

肝臓専門医数には大きな地域差は認められ

なかったため、肝疾患に対する啓発不足が

原因だと推測された。 

肝炎診療の偏在解消のためには診療体制

の整備のみならず、地域に密着した医療機

関、地域住民への啓蒙が必要と思われた。

現在薬剤師、看護師、行政職員を対象とし

た肝疾患コーディネーター養成研修を行っ

ており、肝臓専門医を中心とした多職種連

携体制の確立が急務である。 

7) 肝炎ウイルス陽性者の院内連携に関す

る解析 

病院内で実施された肝炎ウイルス検査に

ついても､消化器内科への紹介などが診療

録上見当たらない陽性者が一定数存在して

いた。診療科による違いもあり､院内の診

療連携の改善に向けて､診療科に個別のア

プローチもしくはトップダウンによる周知

が有効である可能性がある。 

8) 都道府県別の肝炎・肝癌の動態、診療

連携や肝炎・肝癌対策の現状と課題を

把握： 

8府県（京都、広島、愛媛、福岡、神奈

川、佐賀、岩手、石川）の取り組みや疫学

データをレーダーチャートにより「見える

化」し、実態把握と課題を理解しやすくし

た。人口10万人当たりの【特定感染症検査

等事業による肝炎ウイルス検査】（保健

所・委託医療機関実施分）数について、8

府県で比較したところ、佐賀、石川、広島

に多い傾向がみられた。保健所による検査

数と委託医療機関における肝炎ウイルス検

査数の割合には、都道府県により、違いが

みられた。 

9) 診療連携指標に関する解析 

拠点病院における院内連携支援として電

子カルテを用いたウイルス肝炎検査陽性者

アラートシステムが期待されている。令和

元年度時点で同システムの導入は50％程度

に留まっており、導入率の向上が期待され

る。しかし、電子カルテシステムが導入さ

れていても、同システムによる専門診療科

への受診指示率、紹介率は低く（49％、

32％）、紹介率向上に向けての対策が必要



14 
 

である。拠点病院における病診連携の端緒

となるC型肝炎SVR患者へのフォロー指示率

は高かった。拠点病院とかかりつけ医間で

の紹介率、逆紹介率は90％と高かったが、

文書、手帳等を用いての診療連携実施率は

30％程度であった。今後はかかりつけ医か

ら専門医療機関や拠点病院への紹介を円滑

に行うためのシステム構築等が必要である。 

 

E. 結論 

1. 石川県、佐賀県、福岡県、愛媛県、京

都府で医療機関を対象に、アンケート

を実施し、肝炎ウイルス陽性者のかか

りつけ医から専門医への紹介における

問題点の解明を行った。 

2. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性

者を専門医に対して受診勧奨を行うシ

ステムを全県下で運用し、産前・産後

の専門医への紹介状況を確認した。特

に、乳幼児検診は、肝炎ウイルス陽性

者のフォローアップにおいて有用と考

えられた。 

3. かかりつけ医における高齢者の肝炎ウ

イルス陽性者の専門医への紹介状況を

明らかにするため、老健施設や慢性期

病棟を併設した２医療機関及び整形外

科中心の１医療機関において肝炎ウイ

ルス陽性者の臨床背景、予後、専門医

への紹介状況を調査した。その結果、

高齢者では、認知症、麻痺、さらに交

通の便の問題から、肝炎ウイルス陽性

にも関わらず専門医を受診できない症

例が多かった。高齢者の肝炎ウイルス

陽性者の専門医療機関への紹介は、認

知症や麻痺の程度、併存症の有無、介

護保険の状況などを総合的判断する必

要があると考えられた。 

4. 肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、

ICT を用いて拠点病院－肝疾患専門医

療機関間で共有し、拠点病院との共同

診療、拠点病院による診療支援を行う

システムを運用した。ICT を用いるこ

とで、従来の郵送を用いた紙媒体に比

べて、効率よく肝炎ウイルス陽性者の

専門医療機関への受診確認を行うこと

ができた。 

5. 外部の検査会社は、石川県内で年間約

75000 件と非常に多くの肝炎ウイルス

検査を受注していた。かかりつけ医が

外部の検査会社に肝炎ウイルス検査を

依頼した際に、患者自身に検査結果の

確認及び陽性時の専門医療機関受診を

促すリーフレットを作成し、外部の検

査機関と協力し、配布を開始した。 

6. 京都府内の肝疾患専門医療機関数、専

門医数等の偏在は顕著ではないが、非

専門医や一般住民の肝疾患に対する意

識には地域差が存在した。病診連携を

強化するとともに、地域に応じた対策

を講じることで京都府全体の受診率の

向上と肝疾患重症化の予防がのぞまれ

る。 

7. 愛媛大学医学部附属病院内で実施され

た肝炎ウイルス検査陽性者の解析から､

消化器内科への紹介などが診療録上見

当たらない陽性者が一定数存在してい

た。診療科による違いもあり､院内の

診療連携の改善に向けて､診療科に個

別のアプローチ､もしくはトップダウ

ンによる周知が有効である可能性が考
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えられた。 

8. 8 府県（京都、広島、愛媛、福岡、神

奈川、佐賀、岩手、石川）の取り組み

や疫学データをレーダーチャートによ

り「見える化」し、実態把握と課題を

理解しやすくした。院内連携、病院連

携を推進するための基礎資料とするた

め、指標班と連携して拠点病院におけ

る院内連携指標、病診連携指標調査を

実施した。平成 31 年度/令和元年度に

は、専門医療機関における病診連携指

標を、10 都道府県を対象にパイロット

調査を実施した。今後は地域の実情に

応じた診療連携を推進するために、拠

点病院における本指標の継続調査と、

全国専門医療機関を対象とした拡大調

査が必要である。 

9. 院内連携、病院連携を推進するための

基礎資料とするため、指標班と連携し

て拠点病院における院内連携指標、病

診連携指標調査を実施した。令和元年

度には、専門医療機関における病診連

携指標を、10 都道府県を対象にパイロ

ット調査を実施した。今後は地域の実

情に応じた診療連携を推進するために、

拠点病院における本指標の継続調査と、

全国専門医療機関を対象とした拡大調

査が必要である。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 

 

G. 研究発表 

 各分担研究者報告書参照 

2.学会発表 

各分担研究者報告書参照 

 

H.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

石川県における肝炎ウイルス検査陽性者に対する 

効果的な診療連携体制の確立に関する研究 

 

研究代表者：金子 周一 金沢大学医薬保健研究域医学系 教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

B 型・C 型肝炎ウイルス（HBV・HCV）に

対する抗ウイルス療法は近年劇的に進歩し、

肝硬変および肝細胞がん（肝がん）への進

展阻止が有効に行われている。また、画像

診断を中心とする肝がんのサーベイランス

が行われている。我が国では肝炎対策基本

法、それに基づく肝炎対策指針、また、肝

炎研究 10 カ年戦略など、ウイルス性肝炎

への対策が示されている。 

研究要旨：B型・C型肝炎ウイルス（以下HBV・HCV）に対する抗ウイルス療法は近年劇的

に進歩し、肝硬変および肝がんへの進展阻止が有効に行われている。また、画像診断を

中心とする肝がんのサーベイランスが行われている。こうした状況にもかかわらず、肝

炎ウイルス陽性者が肝臓専門医（以下専門医）へ紹介されない、非肝臓専門医（かかり

つけ医）から専門医への紹介がなされないといったことによって、抗ウイルス療法が導

入されない、あるいは肝がんのサーベイランスが実施されていないことが生じている。

今回、肝炎ウイルス陽性者が適切に専門医へ紹介される仕組みを構築することを目的

に、石川県で以下の研究を実施した。１）妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性者を専

門医に対して受診勧奨を行うシステムを全県下で運用し、産前・産後の専門医への紹介

状況を確認した。２）肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、ICTを用いて拠点病院－肝疾

患専門医療機関間で共有し、拠点病院との共同診療、拠点病院による診療支援を行うシ

ステムを運用した。ICTを用いることで、従来の郵送を用いた紙媒体に比べて、効率よ

く肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関への受診確認を行うことができた。３）外部の検

査会社は、年間約75000件と非常に多くの肝炎ウイルス検査を受注していた。そのため

かかりつけ医が外部の検査会社に肝炎ウイルス検査を依頼した際に、受検者に結果確認

及び陽性時の専門医療機関受診を促すリーフレットを作成し、外部の検査機関と協力

し、配布した。４）かかりつけ医における高齢者の肝炎ウイルス陽性者の専門医への紹

介状況を明らかにするため、老健施設や慢性期病棟を併設した２医療機関及び整形外科

中心の１医療機関において肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、予後、専門医への紹介状況

を調査した。その結果、高齢者では、認知症、麻痺、さらに交通の便の問題から、肝炎

ウイルス陽性にも関わらず専門医を受診できない症例が多かった。高齢者の肝炎ウイル

ス陽性者の専門医療機関への紹介は、認知症や麻痺の程度、併存症の有無、介護保険の

状況などを総合的判断する必要があると考えられた。 

 



17 
 

こうした状況にもかかわらず、肝炎ウイ

ルス陽性者が肝臓専門医へ紹介されない、

非肝臓専門医（かかりつけ医）から肝臓専

門医（以下専門医）への紹介がなされない

といったことによって、せっかくの抗ウイ

ルス療法が導入されない、あるいはサーベ

イランスが実施されていないことが生じて

いる。また、肝炎対策には居住地域による

取り組みの違いがみられ、より良い対応を

行うためには、地域の特性に応じた対策の

構築が必要である。具体的には、それぞれ

の地域に適した肝疾患診療連携拠点病院

（以下拠点病院）、肝疾患専門医療機関、

非肝臓専門医、行政機関や検診機関、医師

会が一体となった連携体制の確立が必要で

ある。 

今回、肝炎ウイルス陽性者が適切に肝臓

専門医へ紹介される仕組みを構築すること

を目的に、石川県で以下の研究を実施した。 

1. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性

者を専門医に対して受診勧奨を行うシ

ステムを平成 30 年度から全県下で開

始した。今回、妊婦健診陽性者の、産

前・産後の専門医への紹介状況を確認

した。 

2. 肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、

ICT を用いることで拠点病院－肝疾患

専門医療機関間で共有し、拠点病院と

の共同診療、拠点病院による診療支援

を行うシステムを平成 30 年度から開

始した。今回、ICT を用いた診療情報

共有システムの現況、有用性、問題点

を解析した。 

3. かかりつけ医は、外部の検査機関に肝

炎ウイルス検査を外注する場合が多い。

今回、石川県内における外部の検査セ

ンターでの肝炎ウイルス検査の現状を

明らかにした。さらに、かかりつけ医

が外部の検査機関に肝炎ウイルス検査

をオーダーした際に、受検者に結果確

認及び陽性時の専門医療機関受診を促

すリーフレットを作成し、外部の検査

機関と協力し、配布した。 

4. かかりつけ医における高齢者の肝炎ウ

イルス陽性者の専門医への紹介状況を

明らかにするため、老健施設や慢性期

病棟を併設した２医療機関及び整形外

科中心の１医療機関において肝炎ウイ

ルス陽性者の臨床背景、予後、専門医

への紹介状況を調査した。 

 

B. 研究方法 

1. 妊婦健診陽性者に関する研究：石川

県・金沢市などの行政、石川県産婦人

科医会の協力を得て、妊婦健診で判明

した肝炎ウイルス陽性者を肝臓専門医

に対して受診勧奨を行うシステムを全

県下で構築した。金沢市に関して、妊

婦健診肝炎ウイルス健診陽性者のフォ

ローアップデータを収集した。 

2. ICT を用いた拠点病院-肝疾患専門医療

機関間診療情報共有：石川県及び石川

県医師会が県内で運用している ID リ

ンクシステムを用いて、拠点病院（金

沢大学附属病院－肝疾患専門医療機関

間診療情報共有開始した。対象者は、

拠点病院によるフォローアップ事業で

ある「石川県肝炎診療連携」に参加同

意した者とした。また。石川県、石川

県医師会、専門医療機関と合意形成・
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運用法調整を行い、平成 30 年 11 月末

から運用を開始した。「いしかわ診療

情報共有ネットワーク」を使用した診

療情報共有に関しては、「いしかわ診

療情報共有ネットワーク同意書」を用

いて同意を取得した。 

3. 平成 30 年度の 1 年間に外部の検査会

社が石川県内の医療機関からの依頼で

実施した肝炎ウイルス検査の件数、依

頼元の医療機関の診療科などを 3 社か

ら収集した。また外部の検査会社で肝

炎ウイルス検査を施行された患者向け

リーフレットを作成し、検査会社と協

力し配布を開始した。 

4. 高齢者を診療する機会が多い、3 つの

医療機関において、専門医への紹介状

況及び肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、

社会背景、予後などを総合的に調査し

た。対象は、肝炎ウイルス検査が平成

26 年 11 月から令和元年 11 月の 5年間

の間に施行された患者とした。 

（倫理面への配慮） 

本研究は、金沢大学医学倫理審査委員会

により審査、承認の上実施した。（研究題

目：石川県における肝炎ウイルス検診陽性

者の経過に関する解析 2018-105 (2871)

及び市中病院における肝炎ウイルス陽性患

者の経過追跡調査 2018-106(28712）)。 

 

C. 研究結果 

1. 妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者

の解析 

各市町が主体となって実施している妊婦

を対象とした肝炎ウイルス検査陽性者への

専門医療機関への受診状況の確認、受診勧

奨といったフォローアップは行われてこな

かった。平成 30 年度から全県下で妊婦健

診における肝炎ウイルス検査陽性者に対し

て、妊娠中から出産後も継続的に専門医療

機関への受診状況確認、未受診者への受診

勧奨を行うシステムを構築し、運用を開始

した。具体的には、妊娠中は、市町の保健

師が妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者

の検査を行った産婦人科医療機関への結果

の確認及び陽性者本人に対する保健指導、

専門医療機関への受診勧奨を行う。さらに

出産後も、乳幼児健診の際に、市町の保健

師が専門医療機関への受診状況確認、未受

診者への受診勧奨を行う。 

今回、平成 30 年度の金沢市の妊婦検診

陽性者のフォローアップ状況を解析した。

平成 30 年度、金沢市では 3479 名が妊婦検

診を受検し、HBs 抗原陽性が 5名、HCV 抗

体陽性が 3名であった。これら 8名に関し

て、6名では妊娠中からの支援が開始可能

であり、出産後に関しては、全例で支援が

可能であった。しかし、妊娠中～出産後に

専門医療機関受診を確認できた症例は、6

例であった。また HCV 抗体陽性者 3名中 2

名が HCV RNA は陰性と考えられた（表 1）。 

 

表 1 金沢市における妊婦健診者のフォローアップ状況 
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2. ICT を用いた診療情報共有の肝炎ウイ

ルス陽性者のフォローアップにおける

有用性の解析 

令和 2年 3月末現在で 16 の専門医療機

関と拠点病院間で、125 名に関して石川診

療情報共有ネットワークの同意を取得した。

すなわち、これらの同意取得者に関しては、

拠点病院－各専門医療機関間で ID リンク

システムを用いた診療情報共有が可能とな

った。 

今回、この ID リンクシステムによる診

療情報共有システムの専門医療機関の受診

状況確認における有用性を検証した。石川

県では、平成 20 年度から、肝炎ウイルス

陽性者に対して、拠点病院が経年的なフォ

ローアップを行ってきた。このフォローア

ップシステム｢石川県肝炎診療連携｣に参加

同意した場合、拠点病院から年 1回、県が

指定する肝疾患専門医療機関（以下専門医

療機関）での診療内容を確認する｢調査票｣

が同意者本人へ郵送される。同意者は、調

査票を持参し、専門医療機関を受診し、担

当医は診療内容を調査票に記載する。調査

票は、拠点病院へ返送され、拠点病院は受

診状況や病態の確認を行っている。石川県

肝炎診療連携開始当初は、調査票の拠点病

院への返送率（＝専門医療機関受診率）は、

100%近くであったが、2年目以降は 50%程

度まで低下している。 

今回、石川県肝炎診療連携参加同意者で、

令和元年 5月末日までに ID リンクシステ

ムを用いた拠点病院－専門医療機関間の診

療情報共有に同意した 100 名を対象に、専

門医療機関受診状況を、従来の調査票及び

ID リンクシステムにより解析した。 

令和元年 11 月末現在、調査票の返送率

は、59%であった。一方、調査票未返送の

41 名に関して、ID リンクシステムを用い

て専門医療機関の診療情報を閲覧すること

で、専門医療機関への受診確認が可能であ

った。このことは ID リンクシステムが従

来の紙媒体を用いたフォローアップシステ

ムに対する有用性を強く示唆している。 

  

3. 外部の検査会社における肝炎ウイルス

検査の状況調査と専門医受診を促すリ

ーフレットの配布 

院内で肝炎ウイルス検査が実施されてい

る場合は、電子カルテなどを利用して肝炎

ウイルス陽性者の拾い上げを行うことで専

門医紹介につなげることが可能である。し

かし、かかりつけ医は、外部の検査機関に

肝炎ウイルス検査を外注する場合が多いた

め、そのような院内連携を行うことが難し

い。今回、石川県内の医療機関から肝炎ウ

イルス検査を受注している外部の検査セン

ター3社に依頼して、肝炎ウイルス検査の

受注状況を調査した（表 2）。尚、いずれ

も平成 30 年度 1年間のデータである。ま

た各社、公表できるデータ内容に制限があ

るため、同じ内容での調査が困難であった。 

1 年間で、3社併せて HCV 抗体、HBs 抗

原それぞれ、約 75000 件の肝炎ウイルス検

査が実施されていた。また A社の結果から、

病床数別では開業医からが約 50%であった。

C社の結果から、診療科別では、内科、透

析施設、精神科・心療内科などの内科系、

及び手術を行う機会が多い診療科（外科、

整形外科、眼科、皮膚科・形成外科、産婦

人科）からが多かった。 
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表 2 外部検査会社における肝炎ウイルス検査 

 

 これらの外注での肝炎ウイルス検査結果

は別紙として患者本人に渡されている場合

が多い。しかし、術前検査や施設入所前の

ルーチン検査として実施されている場合が

多く、検査結果の十分な説明がなされてな

い可能性が考えられた。そこで、患者自ら

が肝炎ウイルス検査結果に注目して、専門

医療機関受診につながるようなリーフレッ

トを作成し、配布する事とした。拠点病院、

石川県庁の肝炎担当部署、石川県医師会と

共同で下記の様なリーフレットを作成した。 

 最終的に肝炎ウイル検査件数の調査にご

協力いただいた 3社のうち 2社に関して、

令和 2年 2月から、肝炎ウイルス検査を受

注先に返送時に上記のリーフレットを添付

していただく取り組みを開始した。また効

果検証のため、肝炎ウイルス陽性者がこの

リーフレットを持参して肝疾患専門医療機

関を受診した際には、その旨を FAX で拠点

病院に通知するようにした。 

 

4. 3 医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査： 

今回特にかかりつけ医における高齢者の

肝炎ウイルス陽性者の専門医への紹介状況

を明らかにするため調査を行った。調査を

行った 3つの私立医療機関の内訳は以下の

通り。 

A 病院：主な診療科－内科（慢性期 63

床）、老健施設（100 床）。 

B 病院：主な診療科－内科（97 床、急性期

37 床、慢性期 60 床）。 

C 病院：主な診療科－整形外科、内科（急

性期 54 床）。 

 尚、いずれの医療機関も電子カルテは導

入されていない。対象患者は、平成 26 年

11 月から令和元年 11 月の 5 年間で肝炎ウ

イルス検査（HCV 抗体及び HBs 抗原）を施

行され、いずれかが陽性であった患者とし

た。各医療機関調査結果を表 3に示す。 
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表 3 各医療機関の調査結果 

 

今回調査したいずれの医療機関（急性期、

慢性期、老人保健施設）でも、ほぼ全ての

入院患者において、HBs 抗原と HCV 抗体検

査が実施されていた。急性期病院の肝炎ウ

イルス検査の大半は、手術前検査の一つと

して実施さていた。手術予定の患者は、術

前に必ず内科医の診察を受けるため、精密

検査（ウイルス学的検査や肝画像検査）、

さらに専門医療機関への紹介へつながりや

すいと思われた。一方、慢性期病院、老人

保健施設では、肝炎ウイルス検査は、職員

への感染予防の為に実施される場合が多く、

精密検査や専門医療機関への紹介へつなが

りにくいと思われた。 

高齢者は、併存症が多いため、肝疾患以

外の疾患で、肝疾患専門医療機関・肝臓専

門医との併診や受診歴を有する場合が多か

った。そのため、肝疾患専門医療機関や肝

臓専門医は、肝炎ウイルス陽性者の施設内

での拾い上げを行い、その後の定期受診や

非肝臓専門医への診療情報提供に務める必

要がある。また高齢者は、複数の医療機関

の受診や介護サービスを受けている場合が

多い。そのため肝炎ウイルスに関する情報

は、医療機関間や介護施設間で共有する必

要がある。 

 今回、各医療機関の医師に肝炎ウイルス

陽性者の専門医紹介に関しての聞き取り調

査を行った。いずれの医療機関でも、認知

症、麻痺の状態、予後などを総合的に判断

して、専門医への紹介が必要と考えられた

際には、必ず紹介を行っているとの回答が

得られた。しかし、交通の便の問題から、

肝炎ウイルス陽性にも関わらず専門医療機

関を受診できない症例も少なからず存在す

るとのことだった。また、外部の老人保健

施設への紹介を行う場合、HCV 抗体陽性者

や HBs 抗原陽性者の受入に慎重になる傾向

がみられるとのことだった。 

 

D. 考察 

1. 妊婦健診での肝炎ウイルス検査陽性者

の解析 
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金沢市の妊婦検診陽性者のフォローアッ

プデータから、妊娠中の支援のみでは 8例

中 6名しか支援ができなかったが、乳幼児

検診時に支援を行うことで、全例の支援が

可能であった。このことは、妊婦健診陽性

者のフォローアップにおける乳幼児検診の

有用性を強く示唆している。しかし、これ

らの支援を通じて 2名に関しては、専門医

療機関の受診が確認できていないため、引

き続き乳幼児検診の機会を利用して専門医

療機関の受診勧奨や確認を継続していく。

また令和 2年度開始予定の妊婦健診陽性者

に対する初回精密検査費用助成制度も有効

利用して、妊婦健診での肝炎ウイルス陽性

者の専門医療機関への定期受診につなげて

いく。 

 

2. ICT を用いた診療情報共有の肝炎ウイ

ルス陽性者のフォローアップにおける

有用性の解析 

平成 30 年 10 月から、ID リンクシステ

ムを利用して、石川県肝炎診療連携参加同

意者を対象に、拠点病院と肝疾患専門医療

機関の診療情報共有を開始した。令和 2年

3 月末現在で 16 の専門医療機関と拠点病

院間で、125 名に関して石川診療情報共有

ネットワークの同意を取得した。すなわち、

これらの同意取得者に関しては、拠点病院

－各専門医療機関間で ID リンクシステム

を用いた診療情報共有が可能となった。現

在、ID リンクシステムを用いた診療情報

共有は、拠点病院と専門医療機関の両方に

ID を有する患者のみ可能なため、拠点病

院の ID を有しない患者（＝拠点病院の受

診歴を有しない患者）に関しては診療情報

共有が困難である。今後、拠点病院の ID

を有しない患者に関しても対応できるよう

なシステム改修を図っていく。 

石川県では、肝炎ウイルス陽性者を対象

に、拠点病院がフォローアップを行う｢石

川県肝炎診療連携｣を平成 20 年度から行っ

ている。同連携に参加同意した場合、拠点

病院から年 1回、専門医療機関での診療内

容を確認する｢調査票｣が同意者本人へ郵送

される。同意者は、調査票を持参し、専門

医療機関を受診し、担当医は診療内容を調

査票に記載する。調査票は、拠点病院へ返

送され、拠点病院は受診状況や病態の確認

を行っている。石川県肝炎診療連携開始当

初は、調査票の拠点病院への返送率は、

100%近くであったが、2 年目以降は 50%程

度まで低下している。 

今年度、石川県肝炎診療連携参加同意者

で、ID リンクシステムを用いた拠点病院

－専門医療機関間の診療情報共有に同意し

た 100 名に関して調査票の返送率は、59%

であった。しかし、調査票未返送の 41 名

に関して、ID リンクシステムを用いて専

門医療機関の診療情報を閲覧することで、

専門医療機関への受診確認が可能であった。

このことは ID リンクシステムが従来の紙

媒体を用いたフォローアップシステムに比

べて極めて有用な専門医療機関受診確認の

ツールになる事を示している。 

また ID リンクシステムには、メール機

能が装備されている。今後は、メール機能

を利用した拠点病院から専門医療機関への

診療支援も行う予定である。 

 

3. 外部の検査会社における肝炎ウイルス
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検査の状況調査と専門医受診を促すリ

ーフレットの配布 

 院内で肝炎ウイルス検査が実施されてい

る場合は、電子カルテなどを利用して肝炎

ウイルス陽性者の拾い上げを行うことで専

門医紹介につなげることができる。近年、

肝炎ウイルス陽性者に対する院内連携取り

組みが進んでいる。しかし、かかりつけ医

は、外部の検査機関に肝炎ウイルス検査を

外注する場合が多いため、そのような院内

連携を行うことが難しい。今回、石川県内

の医療機関から肝炎ウイルス検査を受注し

ている外部の検査センター3 社に依頼して、

肝炎ウイルス検査の受注状況を調査した。 

 その結果、1 年間で、3 社合わせて HCV

抗体、HBs 抗原それぞれ、約 75000 件の肝

炎ウイルス検査が実施されていた。また A

社の結果から、病床数別では開業医からが

約 50%であった。C 社の結果から、診療科

別では、内科、透析施設、精神科・心療内

科などの内科系、及び手術を行う機会が多

い診療科（外科、整形外科、眼科、皮膚

科・形成外科、産婦人科）からが多かった。

このように非常に多くの肝炎ウイルス検査

が実施されているが、術前検査や施設入所

前のルーチン検査として実施されている場

合が多く、検査結果の十分な説明がなされ

てない可能性が考えられた。そこで、患者

自らが肝炎ウイルス検査結果に注目して、

専門医療機関受診につながるようなリーフ

レットを作成し、配布する事とした。拠点

病院、石川県庁の肝炎担当部署、石川県医

師会共同で、リーフレットを作成し、肝炎

ウイル検査件数の調査にご協力いただいた

3 社のうち 2 社に関して、令和 2 年 2 月か

ら、肝炎ウイルス検査を受注先に返送時に

上記のリーフレットを添付していただく取

り組みを開始した。また効果検証のため、

肝炎ウイルス陽性者がこのリーフレットを

持参して肝疾患専門医療機関を受診した際

には、その旨を FAX で拠点病院に通知する

ようにした。次年度は、このリーフレット

の効果検証を行う。またリーフレットの配

布にご協力いただいた 2社は、全国に支店

を有する企業であるため、効果が確認され

た際には全国展開を図る。 

 

4. 3 医療機関における肝炎ウイルス検査

陽性者の調査： 

特にかかりつけ医における高齢者の肝炎

ウイルス陽性者の専門医への紹介状況を明

らかにするため調査を行った。今回高齢者

を診療する機会が多いと思われる 3つの医

療機関において、専門医への紹介状況及び、

肝炎ウイルス陽性者の臨床背景、社会背景、

予後などを総合的に調査した。 

その結果、今回調査したいずれの医療機

関でも、ほぼ全ての入院患者において、

HBs 抗原と HCV 抗体検査が実施されていた。

急性期病院の肝炎ウイルス検査の大半は、

手術前検査の一つとして実施さていた。手

術予定の患者は、術前に必ず内科医の診察

を受けるため、精密検査（ウイルス学的検

査や肝画像検査）、さらに専門医療機関へ

の紹介へつながりやすいと思われた。一方、

慢性期病院、老人保健施設では、肝炎ウイ

ルス検査は、職員への感染予防の為に実施

される場合が多く、精密検査や専門医療機

関への紹介へつながりにくいと思われた。 

高齢者は、併存症が多いため、肝疾患以
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外の疾患で、肝疾患専門医療機関・肝臓専

門医との併診や受診歴を有する場合が多か

った。そのため、肝疾患専門医療機関や肝

臓専門医は、肝炎ウイルス陽性者の施設内

での拾い上げを行い、その後の定期受診や

非肝臓専門医への診療情報提供に務める必

要がある。また高齢者は、複数の医療機関

の受診や介護サービスを受けている場合が

多い。そのため肝炎ウイルスに関する情報

は、医療機関間や介護施設間で共有する必

要があると考えられた。 

 また少数例ではあったが、石川県肝炎診

療連携の調査票を提示することで、専門医

療機関への紹介につながった症例が存在し

た。 

 また、認知症、麻痺、さらに交通の便の

問題から、専門医療機関への受診を勧めて

も、受診できない症例が多く存在した。そ

のような場合は、各病院で定期的な CT、

腫瘍マーカーの測定による肝がんサーベイ

ランスを行うことも可能ではないかと考え

られた。 

 今回の調査では、肝疾患が予後規定因子

と考えられた症例はごく少数であった。高

齢者の肝炎ウイルス陽性者の専門医療機関

への紹介は、認知症や麻痺の程度、併存症

の有無、介護保険の状況などを総合的判断

する必要があると考えられた。 

 

E. 結論 

1. 妊婦健診で判明した肝炎ウイルス陽性

者を専門医に対して受診勧奨を行うシ

ステムを全県下で運用し、産前・産後

の専門医への紹介状況を確認した。特

に、乳幼児検診は、肝炎ウイルス陽性

者のフォローアップにおいて有用と考

えられた。 

2. 肝炎ウイルス陽性者の診療情報を、

ICT を用いて拠点病院－肝疾患専門医

療機関間で共有し、拠点病院との共同

診療、拠点病院による診療支援を行う

システムを運用した。ICT を用いるこ

とで、従来の郵送を用いた紙媒体に比

べて、効率よく肝炎ウイルス陽性者の

専門医療機関への受診確認を行うこと

ができた。 

3. 外部の検査会社は、年間約 75000 件と

非常に多くの肝炎ウイルス検査を受注

していた。かかりつけ医が外部の検査

会社に肝炎ウイルス検査を依頼した際

に、患者自身に検査結果の確認及び陽

性時の専門医療機関受診を促すリーフ

レットを作成し、外部の検査機関と協

力し、配布を開始した。 

4. かかりつけ医における高齢者の肝炎ウ

イルス陽性者の専門医への紹介状況を

明らかにするため、老人保健施設や慢

性期病棟を併設した２医療機関及び整

形外科中心の１医療機関において肝炎

ウイルス陽性者の臨床背景、予後、専

門医への紹介状況を調査した。その結

果、高齢者では、認知症、麻痺、さら

に交通の便の問題から、肝炎ウイルス

陽性にも関わらず専門医を受診できな

い症例が多かった。高齢者の肝炎ウイ

ルス陽性者の専門医療機関への紹介は、

認知症や麻痺の程度、併存症の有無、

介護保険の状況などを総合的判断する

必要があると考えられた。 
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A. 研究目的 

近年、C 型肝炎、B 型肝炎の抗ウイルス

治療はめざましく進歩しており、ほぼウイ

ルスのコントロールが行えるようになって

きた。しかし、肝炎以外の疾患で通院して

いるにもかかわらず、未だウイルス肝炎の

治療は受けずに肝硬変、肝癌に進展し、そ

の後紹介される例が散見される。肝機能正

常で、ウイルス検査を行う機会がなかった

例は、看過されても仕方ない症例が存在す

るかもしれないが、ウイルス性肝炎が陽性

であっても、適切な医療や経過観察を怠り、

専門医への紹介が無いか遅れる症例が散見

される。専門医への紹介がなぜ行われない

のか、行わない場合の理由などを解明する

ことを目的に、福岡県における肝臓非専門

医を対象にアンケートを行い、実態を把握

することとした。 

 

B. 研究方法 

福岡県における非肝臓専門医を対象とし

た。主に 100 床以下の有床病院と無床のク

研究要旨：【背景】近年、C型・B型肝炎の抗ウイルス治療がめざましく進歩している。

しかし、未だ治療を受けずに肝硬変、肝癌に進展している例が問題となっており、昨年

肝臓非専門医におけるウイルス性肝炎患者の診療に関してアンケート調査を行った。

【方法】福岡県下の肝臓非専門医を対象にアンケートを郵送し、FAXにて回答を得た。

【結果】2,795施設にアンケートを送付し、721施設から回答を得た。うち62％(449)の

施設にウイルス肝炎の患者が通院していた。通院人数はC型肝炎は6-10人が34%、B型肝

炎は0-5人が69%の施設で最も多かった。専門医療機関と連携してフォローアップや治療

方針を決定している施設は80-90%と高かった。ウイルス性肝炎患者を専門医療機関に紹

介しない理由として、「患者が断るから」が最も多く、その理由として、高齢、多忙、

希望なし、症状なし、費用、過去に辛い治療などがあった。また予後には影響しないの

で紹介不要と考える理由に認知症、高齢、肝機能正常があった。【結語】非専門医の施

設にもウイルス性肝炎患者は通院していた。専門医療機関と連携が取れている一方で、

患者が専門医への紹介を断ったときに説明不足があると考えられた。また肝機能正常で

あると専門医への紹介は不要と考えている施設も多く、肝炎知識の更なる普及が必要と

考えられた。 



29 
 

リニックや医院で、すべての診療科を対象

とした。また介護施設、緩和ケア施設は対

象外とした。福岡県医師会からは、医師会

を通じてアンケートが行われることを周知

していただく形で協力を得られた。 

（倫理面への配慮） 

医師向けのアンケートであり、患者に影

響が直接及ぶものではないため、倫理面へ

の問題はないと判断した。 

 

C. 研究結果 

アンケート内容は、昨年度報告した。 

2,795 施設にアンケートを送付し、784 施

設(28.1%)から回答を得たが、内科系が最

も多かった。 

 

回答を得た 784 施設のうち、偶然肝臓専

門医がいた 63 施設を除き、721 施設で以

下の解析を行った。 

ウイルス肝炎の患者さんはいますか？と

いう問いでは、62%(449 施設)がいると答

えた。さらに、科別に検討すると消化器内

科系の施設が最もいると答えた。 

 

ウイルス肝炎患者がいると答えた施設に、

通院人数を尋ねると、C 型肝炎は 0-5 人が

32%、6-10 人が 34%、B 型肝炎は 0-5 人が

69%、6-10 人が 20%であった。 

肝疾患専門医療機関と連携しているかを

尋ねるために、フォローアップについてお

知らせくださいという問いには、約 80%で

専門医療機関と連携していた。 

 

 

また治療方針等はどうしていますかとい

う問いには、約 90%の施設で専門医療機関

と連携していた。 

 

 

次にウイルス肝炎患者を専門医療機関に

紹介しない理由を尋ねると「患者が断るか

ら」が最も多かった。 
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さらに、患者が断る理由として、高齢、

多忙、希望なし、症状なし、費用、過去に

辛い治療、などがあった。 

 

次に、肝炎ウイルスに感染した患者が何

歳以下であれば、専門医療機関へ紹介しよ

うとお考えになりますかという問いには、

年齢にかかわらず紹介するが最も多かった

が、80 歳までと答えた施設も多かった。 

 

また予後には影響しないので紹介不要と

考える理由に認知症、高齢、肝機能正常が

あった。ALT 値の基準値を尋ねると 30 単

位未満が多かったが、40 単位未満と答え

た施設も約 20%あった。 

 

 

D. 考察 

 今回のアンケートの結果、非専門医の施

設においても過半数（62%）の施設におい

てウイルス性肝炎患者は通院しているおり、

非専門医にとっても決してまれな疾患では

ないことが判明した。次に、フォローアッ

プや治療方針の決定に専門医療機関との連

携は、80-90%の施設で行われていることが

判明した。多くの施設で連携が行われてい

たが、このアンケートに回答をいただいて

いる施設は、もともと連携を取っているよ

うな施設が多いことも推測された。また連

携を取れている一方、患者を専門医へ紹介

しない場合の理由として、患者が断るとい

う理由が多かった。断る理由として、高齢

は仕方ないかもしれないが、多忙、希望な

し、症状なし、費用、過去に辛い治療など

の理由は患者に断られても医師がうまく説

明すれば、治療に結びつけることができる

と考えられる。更なる啓蒙が必要と考えら

れた。 

 年齢に関しては、年齢にかかわらず肝臓

専門医を紹介するという答えが最も多かっ

たので問題ないが、80歳までという回答も

あり、C型肝炎では、80歳以上の肝発癌が

増加している状況を考えると単純な年齢区

分は慎重に考える必要があると思われる。 
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また専門医への紹介が不要と考える理由

に認知症、高齢があり、これらは問題ない

と思われるが、次に肝機能正常も理由とし

て多く、ALT 値が正常値でも肝内では炎症

や線維化があること、ALT 値の基準は 30

単位が妥当であることなどを啓発して行く

必要があると思われた。 

 

E. 結論 

非専門医の施設にも肝炎患者は通院して

いる。専門医療機関と連携が取れている一

方で、患者が専門医への紹介を断ったとき

に説明不足があると考えられた。また肝機

能正常であると紹介は不要と考えており、

肝炎知識の更なる普及が必要と考えられた。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

京都府および当院における肝炎ウイルス診療体制の構築 

 

研究分担者：伊藤 義人 京都府立医科大学大学院医学研究科 消化器内科学 教授 

研究協力者：瀬古 裕也 京都府立医科大学大学院医学研究科 消化器内科学 助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

本研究では京都府における診療連携を構

築するうえで、非肝臓専門医から肝臓専門

医への患者紹介が行われない原因となる障

壁を明確にし、それを解決することを目的

とした。 

まず京都府の地域の特性にあわせた効率

的、効果的肝炎対策運営を行うための参考

となる資料を示し、京都府に適した診療連

携体制を確立することで、最終的に我が国

の肝炎ウイルス陽性者の受診率の向上と肝

炎患者の重症化の予防を目的とする。 

 

B. 研究方法 

2018 年 12 月に行ったアンケート結果を

分析し、患者紹介における障壁を特定する。

次に京都府下の 2次医療圏毎に肝炎治療体

制、肝炎治療の偏在について人口当たりの

研究要旨：非肝臓専門医を含む京都府下の京都府医師会に加盟している全医療機関に対

するアンケート調査から得られた京都府の課題としては、①肝炎患者に治療を行わない

と判断できる指標の確認、②肝機能正常を理由とした非治療例に積極的な治療推奨を行

う方策の考案、③DAA治療を行った非専門医においてSVR後の適切なフォローアップが行

われているかの確認、が挙げられた。また、京都府内での肝炎治療の偏在については、

人口当たりの肝炎治療受給者証交付件数と健康増進事業(40歳検診)の肝炎ウイルス検査

受検率から推測した。各医療圏において人口10万人あたりの肝炎治療受給者証交付件数

は丹後、中丹、京都・乙訓、南丹では150件を超えていたが、山城北、山城南ではそれ

ぞれ142.7件、106.7件と低値であった。また肝炎ウイルス検査の受検率も山城北で

9.9%、山城南で12.2%と他の医療圏と比べて低かった。肝疾患専門医療機関数や肝臓専

門医数は各医療圏で差は見られなかった。山城北、山城南地域においては他の地域に比

べて肝炎治療受給者証交付数、肝炎ウイルス検査の受検率が少なかった。両地域におい

て肝疾患専門医療機関数や肝臓専門医数には大きな地域差は認められなかったため、啓

発不足が原因だと推測された。今後肝炎診療の偏在解消のためには診療体制の整備のみ

ならず、地域に密着した医療機関、地域住民への啓蒙が必要と思われる。医師だけでな

く薬剤師、看護師、行政職員を対象とした肝疾患コーディネーター養成研修を行ってお

り、肝臓専門医を中心とした多職種連携体制の確立が急務である。 
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肝炎治療受給者証交付件数と健康増進事業

(40 歳検診)肝炎ウイルス検査の受検率か

ら推測した。 

（倫理面への配慮） 

アンケートは匿名、非公開とし医療機関

が特定されないよう配慮した。 

 

C. 研究結果 

京都府における拠点病院である京都府立

医科大学を中心として、京都府医師会、お

よび、京都府の協力のもと京都府内の全医

療機関(非肝臓専門医を含む)に対して肝炎

患者の紹介を行う基準、紹介を行わない場

合はその理由に関してアンケート調査を

2018 年 12 月に行った。結果の概要は、①

京都府内の医療機関の 50%は肝炎ウイルス

陽性患者を専門医療機関へ紹介していない。

②専門医療機関へ紹介しない理由は、自院

で対応可能(45%)、患者が専門医療機関へ

の紹介を断る(25%)、治療不要(25%)であっ

た。③治療不要の理由は、超高齢者（85

歳以上）、認知症、難治性合併症、肝機能

正常、施設入所、アルコール依存症であっ

た。 

次に、京都府内での肝炎治療の偏在につ

いて人口当たりの肝炎治療受給者証交付件

数と健康増進事業(40 歳検診)の肝炎ウイ

ルス検査の受検率から推測した。各医療圏

において人口 10 万人あたりの肝炎治療受

給者証交付件数は丹後、中丹、京都・乙訓、

南丹では 150 件を超えていたが、山城北、

山城南ではそれぞれ 142.7 件、106.7 件と

低値であった。また肝炎ウイルス検査の受

検率も山城北で 9.9%、山城南で 12.2%と他

の医療圏と比べて低かった。肝疾患専門医

療機関数や肝臓専門医数は各医療圏で差は

見られなかった。 

 

D. 考察 

抗ウイルス療法の進歩により肝硬変症や

肝がんへの進展を防ぐことが比較的容易な

時代となった。一方、肝炎ウイルスが陽性

であることが判明しても肝臓専門医へ紹介

されない、すなわち、非肝臓専門医（かか

りつけ医）から肝臓専門医への連携が行わ

れず抗ウイルス療法が導入されない症例や

特に肝線維化が進展した症例において治療

後の肝がんサーベイランスが実施されない

ことによる肝発癌が問題となっている。 

本アンケートから考えられる京都府の課

題としては、①肝炎患者に治療を行わない

と判断できる指標の確認、②肝機能正常を

理由とした非治療例に積極的な治療推奨を

行う方策の考案、③DAA 治療を行った非専

門医において SVR 後の適切なフォローアッ

プが行われているかの確認、が挙げられる。 

また今回の検討では京都府内における肝

炎診療の偏在が明らかとなった。山城北、

山城南地域においては他の地域に比べて肝

炎治療受給者証交付数、肝炎ウイルス検査

の受検率が少なかった。肝疾患専門医療機

関数や肝臓専門医数には大きな地域差は認

められなかったため、肝疾患に対する啓発

不足が原因だと推測された。 

肝炎診療の偏在解消のためには診療体制

の整備のみならず、地域に密着した医療機

関、地域住民への啓蒙が必要と思われた。

現在薬剤師、看護師、行政職員を対象とし

た肝疾患コーディネーター養成研修を行っ

ており、肝臓専門医を中心とした多職種連



34 
 

携体制の確立が急務である。 

 

E. 結論 

京都府内の肝疾患専門医療機関数、専門

医数等の偏在は顕著ではないが、非専門医

や一般住民の肝疾患に対する意識には地域

差がある。病診連携を強化するとともに、

地域に応じた対策を講じることで京都府全

体の受診率の向上と肝疾患重症化の予防が

望まれる。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

なし 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

愛媛県における肝炎ウイルス診療連携体制構築に資する研究 

 

研究分担者：日浅 陽一 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 教授 

研究分担者：徳本 良雄 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 講師 

研究分担者：渡辺 崇夫 愛媛大学大学院 消化器・内分泌・代謝内科学 助教 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

愛媛県では肝疾患診療連携拠点病院であ

る愛媛大学医学部附属病院と 2次医療圏に

1 カ所以上設置された 14 カ所の肝疾患専

門医療機関との間で肝疾患の診療連携、肝

炎に関する知識の均てん化を図ることで、

地域における肝疾患の診療連携体制を構築

している。 

しかし、愛媛県は高齢化が進んでおり、

山間部や島嶼部など交通の便が悪い地域も

多いため、かかりつけ医である非肝臓専門

医と肝疾患診肝疾患専門医療機関との病診

連携が十分に機能していない可能性がある。 

そこで、愛媛県内の医療機関に対して肝

疾患診療におけるアンケート調査を実施し、

特に非肝臓専門医における問題点を抽出す

ることを目的とした。 

また、医療機関内、愛媛県の 2次医療圏

における肝疾患の病診連携向上に向けた取

組みについても現状の解析を行った。 

 

B. 研究方法 

①愛媛県医師会所属医療機関へのアンケー

ト調査 

研究要旨：愛媛県における肝炎ウイルス診療連携体制の現状と課題を明らかとする目的

で､愛媛県医師会所属の1163医療機関に対して肝炎ウイルス患者紹介に関するアンケー

トを実施した。762医療機関（65.5%）から回答があり、非肝臓専門医が703名（92%）を

占めていた。肝疾患の専門医療機関に紹介しない理由として、治療が不要、肝庇護療法

で十分と考える医師が存在していた。また、予後に影響しないため紹介が不要とする理

由には、年齢が影響しており、年齢の上限を80歳と考える医師が多いことが明らかにな

った。次に、当院の肝炎ウイルス検査陽性者について調査を行った。消化器内科の受診

が望ましいと考えられる症例の一部は、適切な紹介がなされていない現状が明らかとな

った。愛媛県における調査結果から、かかりつけ医等の非肝臓専門医に肝疾患診療に関

する知識が行き届いていないことが、肝疾患の診療連携を向上させるための最大の障壁

と考えられた。今後は、地域の医療機関に通院している肝炎ウイルス患者を肝臓専門

医、肝疾患専門医療機関への紹介につなげるために、医師に対する啓発を含めた地域に

おける肝疾患診療連携体制の構築に取組む必要がある。 
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2019 年度に愛媛県医師会の全面的な協

力を得て、所属する全ての医療機関に対し

て診療連携に係るアンケートを送付した。

アンケートには医療機関名及び医師名の記

載欄を作成し、FAX もしくは郵送により回

答を受け付けた。2020 年 3 月に未回答の

医療機関に対してアンケートの再送し、現

在までに得られた解答について解析を実施

した。 

②当院における肝炎ウイルス検査陽性者の

診療連携状況の解析 

 2019 年 4～9 月に愛媛大学医学部附属病

院において HBs 抗原、HCV 抗体を測定し陽

性であった患者を対象とし､診療連携の状

況についての解析を行った。 

 

C. 研究結果 

①愛媛県医師会所属医療機関へのアンケー

ト調査 

2020 年 1 月末で 545 医療機関（46.8%）

から回答があり、再送により新たに 217 医

療機関から回答があった。全体では 762 医

療機関（65.5%）から回答が得られた。 

 非肝臓専門医が 703（92%）を占め､その

専門は内科（39%）、整形外科（10%）、外

科（8%）などの順であった（図１）。 

 

 

 ウイルス性肝炎の患者がどの程度通院し

ているかの問に対して、非肝臓専門医の医

療機関であっても、通院していないと回答

したのは約 3割にとどまり、約半数は数名

～10 名程度は通院していると回答した

（図 2）。 

 

 

 肝疾患の専門医療機関に患者を紹介しな

い理由は、「患者が紹介を断る」との回答

が最も多く、患者が年齢のほか、遠方や時

間がないことを理由としていることが明ら

かとなった。一方、「治療が不要」、

「SNMC や UDCA の投与で十分」との回答も

少なからずあり、特に非肝臓専門医からが

多かった（図 3）。 

 

 

 医師が「予後に影響しないので紹介は不

要」と考えるのは、高齢者、認知症や難治

性の疾患を合併している患者であった（図
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4）。 

 年齢についての質問では、「年齢に関わ

らず紹介する」が 42%で多く、次いで「80

歳まで」が 19%であった（図 5）。 

 

 

 

②当院における肝炎ウイルス検査陽性者の

診療連携状況の解析 

 愛媛大学医学部附属病院では 2019 年 4

～9 月の間に消化器内科以外で HBs 抗原が

4494 件、HCV 抗体が 4420 件測定され、陽

性率はそれぞれ、1.1%、2.3%であった。

HBs 抗原陽性者のうち、当院もしくは他院

で加療中の患者は 60%であり、残る 40%は

消化器内科への受診がなかった。HCV 抗体

陽性のうち、治療後や低力価の症例を除い

て､消化器内科への紹介が望ましいと考え

られる症例が 24%存在した。 

 

D. 考察 

愛媛県医師会に所属する医療機関の 6割

以上からアンケートを回収可能であった。 

10 名程度までの肝炎患者が通院してい

ると回答した医療機関が非肝臓専門医の約

半数を占めていた。また、紹介しない理由

として、治療が不要、肝庇護療法で十分と

の回答も挙げられていた。これらのアンケ

ート結果からは、非肝臓専門医の医療機関

に少なからず治療対象となり得る肝炎ウイ

ルス患者が残っていることが推定される。

このような医療機関に対しては、県又は郡

市医師会を通じた、肝疾患に関する知識の

啓発が必要である。また、各医療圏に存在

する肝疾患専門医療機関､肝臓専門医の存

在を周知し、地域毎の肝疾患に関する地域

毎の診療連携体制を構築していくことが求

められる。 

一方で、認知症等の合併や高齢を理由と

して紹介しないとの回答も多く、このよう

な患者に対する診療連携のあり方について

は検討が必要である。 

病院内で実施された肝炎ウイルス検査に

ついても、消化器内科への紹介などが診療

録上見当たらない陽性者が一定数存在して

いた。診療科による違いもあり、院内の診

療連携の改善に向けて、診療科に個別のア

プローチ、もしくはトップダウンによる周

知が有効である可能性がある。 

 

E. 結論 

愛媛県の医療機関向けアンケートを解析

し、非肝臓専門医から専門医療機関への紹

介を推進するためには、これまでの肝炎治

療に対する先入観を払拭し、肝臓専門医に

紹介することが求められていることを啓発
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することが重要であり、地域における肝疾

患診療連携体制を確立する必要がある。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

該当なし 

2.学会発表 

1) 藤原亜矢子、井上壽美子、 越智理香、 

渡辺崇夫、日浅陽一「当院における肝炎

医療コーディネーターの活動の現状と課

題」第55回日本肝臓学会総会、メディカ

ルスタッフセッション1 肝炎医療コーデ

ィネーター：各都道府県での実態と課題、

2019年5月東京 

2) 渡辺崇夫、白石優海、下田勝、日浅陽

一「愛媛県における肝炎対策」第55回日

本肝臓学会総会、メディカルスタッフセ

ッション2 肝疾患の医療行政：各都道府

県での実態と課題、2019年5月東京 

3) 渡辺 崇夫、日浅陽一「肝疾患診療連携

拠点病院における両立支援の現状・治療

と仕事の両立とは？－肝疾患からできる

ことー」日本医科学連合 加盟学会連携

フォーラム、2019年6月1日東京 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

佐賀県の肝疾患診療連携の現状調査およびその向上に関する研究 

 

研究分担者：江口 有一郎 佐賀大学医学部附属病院 肝疾患センター 特任教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究要旨：【背景】肝がんの撲滅のためには、かかりつけ医と肝疾患専門医療機関が連

携して肝炎患者を適切な抗ウイルス治療につなげることが重要である。本研究では、佐

賀県における肝炎患者の病診連携をさらに向上させるべく、現在の状況についてアンケ

ート調査を行った。【方法】佐賀県医療機関情報・救急医療情報「99さがネット」に掲

載されている全医療機関785箇所のうち、実際に診療が実施されている670箇所に対し質

問用紙を一斉に郵送し、FAXで回答を得た。未回答の医療機関に対しては同じ方法で再

依頼を2回行った。質問項目は2019年8月1日時点での①専門の診療科、肝炎患者の②通

院状況および③肝疾患専門医療機関への紹介状況、④紹介しない理由、等から構成し

た。【結果】回答数を上げるためにこれまで初回依頼と督促２回の合計３回も行い、

2020年1月17日時点で565箇所(84.3%)から回答を得た。専門診療科は肝臓内科35箇所

(6.6%)、消化器内科63箇所(11.9%)。内科系診療科は273箇所（51.4%）であった。「肝

炎患者が通院している」と回答した医療機関はB型肝炎で327箇所(57.9%) 、C型肝炎で

353箇所(62.5%)であった。肝炎患者を専門医療機関に「必ず紹介する」272箇所

(48.1%)、「場合によって紹介する（場合によって紹介しない）」249箇所(44.1%)、

「紹介しない」29箇所(5.1%）であった。紹介しない場合の理由の内訳は「患者が紹介

を断る」が116箇所、「自院で対応できる」が39箇所、「治療が不要と思う」が18箇

所、「紹介先がわからない」が8箇所であった。患者が紹介を断る理由は、「高齢」が

39箇所(33.6%)で最も多かった。「病気の理解がない」10箇所、「自覚症状がない」9箇

所、「忙しい・時間がない」9箇所、「IFNの悪いイメージ」8箇所、「経済的理由」8箇

所の回答があった。【結語】佐賀県では肝臓内科を標榜しない多くの医療機関にもウイ

ルス性肝炎患者が通院していた。患者が紹介を断る理由からは、新しい治療法や医療費

助成制度に関する知識や、紹介できる医療機関等に関する情報が不足しているために、

専門医への紹介および適切な抗ウイルス治療に進んでいない患者が未だに存在すること

が推測された。県医師会や関係機関と連携して、今後さらにかかりつけ医へ情報発信を

行なう必要がある。 
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Q.ウイルス性肝炎の患者が何名程度通院しているか︖

HBV HCV

HBVは57.9%、HCVは62.5%の医療機関に通院している

565箇所が回答

いません

24%

数名

44%

10名程度

6%

10名以上

8%

分かりません

16%

無回答

2%

いません

20%

数名

40%10名程度

8%

10名以上

14%

分かりません

15%

無回答

3%

A. 研究目的 

  ウイルス性肝疾患の診療は近年著しく進

歩しており、特にC型肝炎では非代償性肝

硬変や前治療で治癒しなかった患者にも有

効な治療法が登場した。肝がんの撲滅のた

めには、かかりつけ医と肝疾患専門医療機

関が連携して肝炎患者を適切な抗ウイルス

治療につなげることが重要である。本研究

では、佐賀県における肝炎患者の病診連携

をさらに向上させるべく、現在の状況につ

いてアンケート調査を行った。 

 

B. 研究方法 

佐賀県医療機関情報・救急医療情報「99

さがネット」に掲載されている全医療機関

785箇所のうち、実際に診療が実施されて

いる670箇所に対し質問用紙を一斉に郵送

し、FAXで回答を得た。未回答の医療機関

に対しては「回答を頂けるまで何度も再依

頼を実施します」「まだ返送いただいてい

ない医療機関にのみお送りしています」と

行動経済学的手法も応用したコメントを依

頼状に付しており、最終的には依頼を３回

行った。 

(スケジュール) 

 アンケート配布   8月9日 

 アンケート回収期限 9月20日 

 再依頼回収期限   10月15日 

 再来依頼回収期限  1月17日 

質問用紙は研究代表者らが作成し、石川県

で実施した形式を使用した（別添１）。主

な質問項目は2019年8月1日時点での①専門

の診療科、肝炎患者の②通院状況および③

肝疾患専門医療機関への紹介状況、④紹介

しない理由、等から構成した。 

C. 研究結果 

  最終的には2020年1月17日時点で565箇所

(84.3%)から回答を得た。 

 1回目回収期限：385（57.5%） 

 2回目回収期限：513（76.6%） 

 3回目回収期限：565（84.3%） 

1）専門の診療科は？（図１） 

専門診療科は肝臓内科35箇所(6.6%)、消

化器内科63箇所(11.9%)。内科系診療科は

273箇所（51.4%）であった。 

図１ 

 

2）ウイルス性肝炎患者が何名通院してい

るか？（図２） 

「肝炎患者が通院している」と回答した

医療機関はB型肝炎で327箇所(57.9%) 、C

型肝炎で353箇所(62.5%)であった。 

図２ 
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Q.ウイルス性肝炎の患者を専⾨医療機関へ紹介しない理由は︖（複数回答可能）

回答内容 N %

患者が紹介を断る 116 20.5

紹介先が分からない 8 1.4

⾃院で対応できる 39 6.9

今まで紹介しなかった 7 1.2

説明や紹介状を書く時間が無い 2 0.4

治らないと思う 2 0.4

治療が不要と思う 18 3.2

肝庇護治療で充分と思う 7 1.2

その他 100 17.7

565箇所が回答

Q .̓ 患者が紹介を断る理由は︖ （複数回答可能）

回答内容 n %

⾼齢 39 33.6

病気の理解なし 10 16.3

通院⼿段がない 10 11.3

⾃覚症状がない 9 7.8

忙しい、時間がない 9 7.8

副作⽤が怖い 8 6.9

家族の理解がない 8 6.9

経済的な問題 8 6.9

他の病院に⾏きたくない 3 2.6

⾯倒 4 3.4

肝機能検査が正常 2 1.7

プライバシーの問題 1 0.9

116箇所が回答

Q. 抗ウイルス治療をしても予後に影響しないので紹介は不要と考えるのは︖

回答内容 n %

肝機能正常 53 9.4

⾼齢者 130 23.0

施設⼊所中 47 8.3

認知症 120 21.2

アルコール依存症 26 4.6

難治性疾患の合併
（呼吸器・⼼疾患・悪性疾患等）

127 22.5

565箇所が回答
（複数回答可能）

Q.ウイルス性肝炎の患者を専⾨医療機関へ紹介しますか︖

回答内容 N %

必ず紹介します 272 48.1

症状や場合によって紹介します 249 44.1

紹介しません 29 5.1

患者がいません 4 0.7

無効回答 11 1.9

565箇所が回答

3）ウイルス性肝炎患者を専門医療機関へ

紹介するか？（図３） 

肝炎患者を専門医療機関に「必ず紹介す

る」272箇所(48.1%)、「場合によって紹介

する（場合によって紹介しない）」249箇

所(44.1%)、「紹介しない」29箇所(5.1%）

であった。 

図３ 

4）ウイルス性肝炎の患者を専門医療機関

へ紹介しない理由は？（図４、５） 

紹介しない場合の理由の内訳は「患者が

紹介を断る」が116箇所、「自院で対応で

きる」が39箇所、「治療が不要と思う」が

18箇所、「紹介先がわからない」が8箇所

であった。 

患者が紹介を断る理由は、「高齢」が39

箇所(33.6%)で最も多かった。「病気の理

解がない」10箇所、「自覚症状がない」9

箇所、「忙しい・時間がない」9箇所、

「副作用等のIFNの悪いイメージ」8箇所、

「経済的理由」8箇所の回答があった。 

図４ 

図５ 

 

5）抗ウイルス治療をしても予後に影響し

ないので紹介は不要と考えるのは？（図

６） 

「肝機能正常」が53箇所（9.4%）、「高

齢者」が130箇所（23.0%）、「施設入所

中」が47箇所（8.3%）、「認知症」が120

箇所（21.2%）、「癌などの悪性疾患の合

併」が127箇所（22.5%）であった。 

図６ 

6）肝炎ウイルス感染者が何歳以下であれ

ば紹介するか？（図７） 

「年齢にかかわらず紹介する」が310箇

所（62.9%）と半数を超えた。「年齢で判

断する」が183箇所（37.1%）であり、「80

歳まで」が72箇所、「85歳まで」が45箇所

と多かったが、なかには「60歳まで」と回

答する施設も存在した（６施設）。 
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Q. 肝炎ウイルス感染者が何歳以下であれば紹介するか︖

年齢で判断する
(37.1%)

年齢で判断しない
(62.9%)

n

493箇所が回答
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図７ 

 

D. 考察 

 佐賀県では肝臓内科を標榜しない多くの

医療機関にもウイルス性肝炎患者が通院し

ていた。患者が紹介を断る理由からは、新

しい治療法や医療費助成制度に関する知識

や、紹介できる医療機関等に関する情報が

不足しているために、専門医への紹介およ

び適切な抗ウイルス治療に進んでいない患

者が未だに存在することが推測された。ま

た肝がん死亡率が長年全国的に極めて高い

佐賀県でも肝がん対策に直接的に関係し、

県医師会の協力も得て実施する全県調査に

協力的ではない医療機関もあり、事態の重

要性を訴える意味でも返信があるまで、分

担研究者名で再三の返送の協力依頼を行う

こととしている。県医師会や関係機関と連

携して、今後さらにかかりつけ医へ情報発

信を行なう必要がある。 

  

 

E. 結論 

 佐賀県のウイルス性肝炎の患者における

病診連携の現状調査を行った。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

なし 

2.学会発表 

 なし（2020 年 4 月に開催される消化器

病学会総会で発表予定） 

 

G.知的所有権の出願・取得状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

特になし 
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厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

疫学的視点からみた自治体肝炎対策の比較と課題提示に関する研究 

 

研究分担者：田中 純子 広島大学大学院医歯薬保健学研究科 疫学・疾病制御学 教授 

研究分担者：秋田 智之 広島大学 肝炎・肝癌対策プロジェクト研究センター 

研究分担者：来栖 あけみ 広島大学 肝炎・肝癌対策プロジェクト研究センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A. 研究目的 

本分担研究では、各都道府県における肝

炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・肝癌対

策の現状と課題を把握するために、いくつ

かの都道府県を選び、肝癌死亡の現状、肝

炎ウイルス検査受検状況、各種肝炎・肝癌

対策の取り組み実施率を算出し、視覚化を

試みた。 

また、平成 29 年度の肝炎検査受検状況

実態把握調査（国民調査）で受験率の増減

がみられた 10 府県に対し行った平成 30 年

度肝炎検査受検状況等把握調査（追加調

査）の結果から受検率の増減の要因につい

て検討した。 

 

 

研究要旨：本分担研究では、各都道府県における肝炎・肝癌の動態、診療連携や肝炎・

肝癌対策の現状と課題を把握するために、岩手・神奈川・石川・京都・広島・愛媛・

福岡・佐賀の8府県の肝炎・肝癌に関する疫学データや対策実施状況の視覚化を試み

た。その結果、以下のことが明らかになった。 

1. 肝癌死亡率・死亡数4群に分類すると「死亡数：高、死亡率：高」群に京都、広島、

愛媛、福岡、「死亡数：高、死亡率：低」群に神奈川、「死亡数：低、死亡率：

高」群に佐賀、「死亡数：低、死亡率：低」群に岩手、石川県である。 

2. 人口10万人当たりの【特定感染症検査等事業による肝炎ウイルス検査（保健所・委

託医療機関実施分）】数について、8府県で比較したところ、佐賀、石川、広島に多

い傾向がみられた。また、保健所による検査数と委託医療機関における肝炎ウイル

ス検査数の割合には、都道府県により、相違がみられた。 

3. 8府県の取り組みや疫学データをレーダーチャートにより「見える化」し、実態把握

と課題を理解しやすくした。 

4. 佐賀、茨城県は平成23年度と平成29年度の調査により、認識受検率が増加しなかっ

た県とされたが、平成30年度の認識受検率は増加していた。両県では大々的に肝炎

検査普及活動を行ったため、平成23年度の認識受検率が高かったため、相対的に平

成29年度の認識受検率が増加しなかったと考えられた。 
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B. 研究方法 

対象とした都道府県は、岩手・神奈川・

石川・京都・広島・愛媛・福岡・佐賀の 8

府県である。 

解析に用いた資料は以下の通りである。 

都道府県別にみた肝癌死亡数、粗肝癌死

亡率（人口動態統計より） 

1. 都道府県別にみた 75 歳未満年齢調整

肝癌死亡率（国立がん研究センターが

ん統計より） 

2. 都道府県別にみた 100 万人当たり肝疾

患専門医数（日本肝臓学会より） 

3. 各自治体における肝炎ウイルス検査の

実績（厚生労働省健康局がん・疾病対

策課肝炎対策推進室） 

4. 肝炎ウイルス検査受検率（平成 23 年

度、平成 29 年度 肝炎検査受検状況実

態把握調査（国民調査）） 

5. 肝炎検査受検状況等実態把握調査（追

加調査） 

6. 平成 29 年度 都道府県肝炎対策取組状

況調査（表 1） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1. 平成 29 年度 都道府県肝炎対策取組状況調査項目 

 
検討した項目と解析方法は以下の通りであ

る。 

１．人口動態統計による肝がん脂肪の状

況 

 人口動態統計からの各都道府県の肝癌死

亡に関するデータを抽出し、以下の項目を

グラフ化した。 

 都道府県別にみた肝癌死亡率・肝癌死

亡数の経年推移（2000-2017 年） 

 都道府県別にみた肝癌（粗）死亡率、

年齢調整死亡率と肝癌死亡数の散布図

（2013-2017 年平均） 

 

2．公的事業による肝炎ウイルス受検者

数（2008-2017 年） 

厚生労働省健康局がん・疾病対策課肝炎



46 
 

対策室の「各自治体における肝炎ウイルス

検査の実績」を健康増進事業実施分、特定

感染症検査等事業実施分に分けて、グラフ

化した。 

 10 万人当たりの健康増進事業による肝

炎ウイルス検査受検者数の推移 

 10 万人当たりの特定感染症検査等事業

による肝炎ウイルス検査受検者数の推移 

 

3．平成 30 年度 肝炎検査受検状況等実態

把握（追加調査）の結果 

 平成 23 年度と比較し平成 29 年度に肝炎

ウイルス検査受検率が増加したあるいは増

加しなかった、計 10 都道府県を選び、県

民を対象とした無作為抽出調査を行った追

加調査の結果をもとに、受検率の増減に関

連する因子について検討した。 

対象の 10 府県は以下の通りである： 

 増加した県（岩手、大阪、熊本） 

 増加がみられなかった県（青森、茨城、

佐賀） 

 診療連携班の分担研究者が属する県

（神奈川、石川、広島、愛媛） 

 10 府県の選挙人名簿から層化二段階無

作為抽出法により 20～85 歳の日本人

11000 件（10 地域×1100 件）を選び、平

成 31 年 1～2 月に郵送による調査票配布お

よび回収を行った。 

 白票等の無効票を除いた有効回収数は

4585 件（41.7％）であった。この調査結

果をもとに肝炎ウイルス検査受検の受検理

由・未受検理由・広報活動の認知状況につ

いてグラフ化した。また、10 都道府県ご

とに、検査受検の有無を目的変数、以下の

17 項目を説明変数としたロジスティック

回帰分析を行った。 

 説明変数はステップワイズ法により選択

した（p<0.25）。 

1. 各種行政での肝炎対策についての認

知（5 項目）「知って、肝炎プロジ

ェクト」、「無料肝炎ウイルス検

査」、初回の精密検査・定期検査の

公費補助、肝炎治療費の公費補助、

肝炎医療コーディネーター 

2. 肝炎統合対策について、今まで以上

に対策の充実が必要だと思うか否か 

3. 最寄りの医療機関までの距離（4 区

分） 

4. 身近に肝疾患の方がいるかどうか 

5. 特定検診を受けたかどうか 

6. 職場検診を受けたかどうか 

7. 喫煙歴（3 区分）：現在喫煙、過去

喫煙、非喫煙 

8. 1 日 30 分以上の軽く汗をかく運動

を週 2 日以上かつ 1 年以上している

か否か 

9. 日常生活において歩行または同等の

身体活動を 1 日 1 時間以上している

か否か 

10. 飲酒頻度：4区分 

11. 性別 

12. 年齢：6区分 

13. 【府県の独自設問】「○○」をご存

知でしたか 

 

4．100 万人当たりの肝臓専門医数（2018

年現在） 

日本肝臓学会の肝臓専門医一覧をもとに、

各都道府県における肝臓専門医の数をグラ

フ化した。 
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5．都道府県別にみた肝炎対策取り組みス

コア（レーダーチャート）の提示 

上記疫学統計資料と厚生労働省が「自治

体におけるウイルス性肝炎検査受検状況や、

ウイルス性肝炎に関する正しい知識の普及

啓発状況、自治体の肝炎対策の計画策定状

状況等についての実態把握を目的」で行っ

た肝炎対策取組状況調査（自治体調査）の

結果をもとに、以下の方法で受検・受診・

受療・フォローアップのスコア（表 2～

5）を作成した。 

 
表 2. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施

分）の受検関連スコア項目 

 
 

 

表 3. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施

分）の受検関連スコア項目 

 

 

 

 

 

 

表 4. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施

分）の受検関連スコア項目 

 

 

表 5. 肝炎ウイルス検査（保健所・委託医療機関実施

分）のフォローアップ関連スコア項目 

 

 

C. 研究結果 

１．人口動態統計による肝癌死亡の状況 

8 府県及び全国の肝癌死亡率と肝癌死亡

数の推移を図 1、 図 2 に、肝癌死亡率と

肝癌死亡数の散布図を図 3 に、肝癌死亡

率・死亡数をもとに分類した肝癌死亡状況

4群を図 4に示した。 

8 府県のうち、肝癌(粗)死亡率が高いの

は佐賀、福岡、広島であるが、やや減少傾

向にある。一方、肝癌(粗)死亡率が低い都

道府県では、横ばいしている。 

また、肝癌死亡数が多いのは福岡、神奈

川、広島であるが、減少傾向にある。 
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図 1. 都道府県別にみた肝癌死亡率の推移 

 

 

図 2. 都道府県別にみた肝癌死亡数の推移 

 

 

図 3. 都道府県別にみた肝癌死亡数と肝癌粗死亡率

（2013-2017 年） 

 

 
図 4. 都道府県別にみた肝癌死亡の状況（2013-2017

年） 

 

２．公的事業による肝炎ウイルス受検者

数（2008-2017 年） 

8 府県における、20～74 歳人口当たりの

特定感染症検査等事業または健康増進事業

による B 型・C 型肝炎ウイルス検査の受検

者数の推移を図 5～6に示した。 

 

 

図 5. 都道府県別にみた 40～74 歳人口当たりの「健康増

進事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検査」人口

10 万人当たりの受検者数の推移 
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図 6. 都道府県別にみた 20～74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による B 型・C 型肝炎ウイルス検

査」人口 10 万人当たりの検査受検者数の推移 

 

都道府県別にみた 20～74 歳人口当たり

の「特定感染症検査等事業による B 型・C

型肝炎ウイルス検査」人口 10 万人当たり

の検査数と委託機関数 2013-2016 年の平

均図を 7～8 に示した。検査数と委託医療

機関数には相関関係は認められず、特に佐

賀県は委託医療機関を考慮しても検査数が

非常に多かった。 

 

図 7. 都道府県別にみた 20～74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による B 型肝炎ウイルス検査」人

口 10 万人当たりの検査数と委託期間数 2013-

2016 年の平均 

 
図 8. 都道府県別にみた 20～74 歳人口当たりの「特定感

染症検査等事業による C 型肝炎ウイルス検査」人

口 10 万人当たりの検査数と委託機関数 2013-

2016 年の平均 

 

３．平成 30 年度 肝炎検査受検状況実態

把握調査（追加調査） 

図 9に追加調査の対象者の性別・年齢分

布を示した。男女別にみると女性がやや多

く、年齢別にみると 60 歳代、70 歳代、50

歳代が 6割程度を占めていた。 

 
図 9. 平成 30 年度 肝炎検査受検状況等実態把握（追加

調査）の性別・年齢分布 

 

肝炎ウイルス検査の受検状況について、

受検したと答えたものは 20～35％であり、

特に平成 29 年度受検率調査で受検率が非

増加となっていた佐賀県では 35％の高値

であった。 
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図 10. 肝炎ウイルス検査の受検状況 

 

平成 23 年度、平成 29 年度、平成 30 年

度の肝炎ウイルス検査受検率を比較するた

めに、平成 23 年度、平成 29 年度の HBV 受

検・HCV 受検を再集計し、HBV and/or HCV

受検を認識しているものの割合を算出し、

図 11 に示した。平成 29 年度に受検率の非

増加がみられた佐賀、茨城県は、平成 30

年度の受検率が平成 23 年度と同等以上で

あった。 

 
図 11. 平成 23 年（2011 年）、平成 29 年（2017 年）、

平成 30 年（2018 年）の 10 府県における肝炎ウイ

ルス検査認識受検率（HBV/HCV 問わない）の推移 

 

肝炎ウイルス検査受検者の受検機会・場

所については、10 府県全体では勤務先や

健保組合の検診と答えたものが 44％で最

も高かった。府県ごとに見ると、府県によ

る受検機会は様々であり、岩手や佐賀県の

ように住民検診と同等あるいは住民検診の

方が高い府県もあった。 

 
図 12. 肝炎ウイルス検査受検者の受検機会・場所 

 

一方、肝炎ウイルス検査未受検者の未受

検理由は、定期検診のメニューにないから、

きっかけがなかった、自分は感染していな

いと思うからがいずれの府県でも高かった。 

 

図 13. 肝炎ウイルス検査未受検者の検査未受検の理由 

 

各種肝炎対策の認知度について図 14、

15 に示した。佐賀県ではいずれの対策の

認知率が 10 府県全体よりも高値であった。 

 
図 14. 厚生労働省・地方自治体の肝炎対策の認知度 
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図 15. 肝炎ウイルス検査普及・肝炎対策の認知度 

 

肝炎ウイルス検査受検に関連している要

因についてのロジスティック回帰分析の結

果のうち、「無料検査を知っている」、

「医療費助成を知っている」「身近に肝疾

患患者がいる」の 3 要因について 10 府県

ごとの調整オッズ比を表 6に示した「無料

検査を知っている」の検査受検オッズ比は

10 府県中 8 府県で 3.46～42.67 と有意に

高く、「医療費助成制度を知っている」は

5府県で 2.93～4.84、「身近に肝疾患患者

がいる」は 9 府県で 2.05～4.75 といずれ

も検査受検を関連していた。 

 
表 6. 都道府県別にみた検査受検の有無に関する要因分

析の結果の一部要約 

 

 

４．100 万人当たりの肝臓専門医数 

図 16 に 47 都道府県を肝癌死亡率、肝癌

死亡数の高低により 4 群に分けて、人口

100 万人当たりの肝臓専門医数を示した。 

 

 
図 16. 肝癌死亡の状況４分類別（2013-2017 年）にみた

100 万人当たりの肝臓専門医数（2018 年） 

 

５．都道府県別にみた肝炎対策取り組み

等スコア（レーダーチャート） 

図 17 に 47 都道府県の受検・受診・受

療・フォローアップのスコアを、図 18 に

8 府県における 13 項目の標準化スコアを

レーダーチャートで示した。 

 

図 17. 平成 29 年度厚生労働省 都道府県肝炎対策取組

状況調査を基にした各都道府県の【特定感染症検

査等事業による肝炎ウイルス検査（保健所・委託

医療機関実施分）】の受検・受診・受療・フォロ

ーアップ関連スコア（案） 
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図 18-1. 各都道府県の肝炎対策取り組みスコア（受

検・受診・受療・フォローアップは【特定感

染症検査等事業による肝炎ウイルス検査（保

健所・委託医療機関）】 

 

 
図 18-2. 各都道府県の肝炎対策取り組みスコア（受

検・受診・受療・フォローアップは【特定感

染症検査等事業による肝炎ウイルス検査（保

健所・委託医療機関）】 

 

D. 考察 ＆ E. 結論 

「平成 29 年度 都道府県肝炎対策取組状

況調査」による都道府県（8 県：京都、広

島、愛媛、福岡、神奈川、佐賀、岩手、石

川）の肝炎対策の取り組み、【特定感染症

検査等事業による肝炎ウイルス検査】の受

検・受診・受療・フォローアップの状況と、

疫学データと合わせて解析したところ、以

下のことが明らかになった。 

1. 肝癌死亡率・死亡数 4 群に分類すると、

「死亡数：高、死亡率：高」群に京都、

広島、愛媛、福岡、「死亡数：高、死

亡率：低」群に神奈川、「死亡数：低、

死亡率：高」群に佐賀、「死亡数：低、

死亡率：低」群に岩手、石川県である。 

2. 人口 10 万人当たりの【特定感染症検査

等事業による肝炎ウイルス検査（保健

所・委託医療機関実施分）】数につい

て、8 府県で比較したところ、佐賀、

石川、広島県に多い傾向がみられた。

また、保健所による検査数と委託医療

機関における肝炎ウイルス検査数の割

合には、都道府県により相違がみられ

た。 

3. 8 府県の取り組みや疫学データをレー

ダーチャートにより「見える化」し、

実態把握と課題を理解しやすくした。 

4. 佐賀、茨城県は平成 23 年度と平成 29

年度の調査により、認識受検率が増加

しなかった県とされたが、平成 30 年度

の認識受検率は増加していた。両県で

は、大々的に肝炎検査普及活動を行っ

たことにより、平成 23 年度の認識受検

率が高かったため、相対的に平成 29 年

度の認識受検率が増加しなかったと考

えられた。 
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A. 研究目的 

ウイルス肝炎から肝硬変、肝がんへの移

行者を減らすためには、ウイルス肝炎検査

陽性者を適切に肝疾患専門医療機関、肝疾

患診療連携拠点病院（以下、拠点病院）へ

紹介し、治療の要否を判断することが必要

研究要旨：肝炎対策基本指針では、肝炎ウイルス検査の受検、肝炎ウイルス陽性者の受

診・受療、専門医療機関・肝炎診療連携拠点病院等（以下、拠点病院）による適切かつ

良質な肝炎医療の提供というスキームの中で、肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすこ

とが目標と設定されている。しかし上記スキームの実施現状調査によると、受検率、肝

炎ウイルス陽性者のフォローアップ、肝炎医療コーディネーターの養成と適正配置な

ど、十分ではない課題が指摘されている。 

 消化器内科・肝臓内科の肝疾患専門診療科以外の診療科（以下、非専門診療科）で肝

炎ウイルス陽性と判明した患者が専門診療科に紹介されずにフォローされている事例

や、地域において非肝臓専門医（かかりつけ医）に受診した患者が、そのまま専門医療

機関、拠点病院へ紹介されず経過観察されている事例もある。このような院内連携、病

診連携の達成度を評価するために、指標班が作成・運用した肝炎医療指標の中で上記連

携に関する指標を評価した。平成30年度時点で拠点病院における電子カルテ陽性者アラ

ートシステムの導入は53.8％であった。令和元年度調査結果では、電子カルテアラート

システム導入率は50％（35/70拠点病院）、電子カルテアラートシステムを用いた消化

器内科・肝臓内科への受診指示率は48.5%であった。電子カルテシステムが導入されて

いても、同システムによる非専門診療科から専門診療科への紹介率は低く（平成30年

度：32％）、受診指示率も低かった（令和元年度：49％）。拠点病院におけるC型肝炎

SVR患者へのフォロー指示率は高かった。令和元年度に肝炎医療指標調査の中で行った

拠点病院における病診連携指標調査では、かかりつけ医から拠点病院への紹介率、拠点

病院からかかりつけ医への逆紹介率はいずれも80-90％であったが、診療情報提供書、

患者手帳等を使っての診療連携実施率は20-30％にとどまっていた。今後はかかりつけ

医から専門医療機関や拠点病院への紹介を円滑に行うためのシステム等の構築が必要で

ある。 
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である。自治体検診等で判明したウイルス

肝炎陽性者が、受診していない現状が明ら

かになっている。病院内の術前検査等で判

明したウイルス肝炎検査陽性者も、消化器

内科、肝臓内科等の専門診療科へ紹介され

ていない現状がある。 

ウイルス肝炎検査陽性者を適切に受診、

受療、治療後フォローを行うために、各地

域の特性に応じた病診連携指標を作成し、

運用することを目的とした。 

 

B. 研究方法 

「肝炎の病態評価指標の開発と肝炎対策

への応用に関する研究」班（指標班）（研

究代表者：考藤達哉）では、平成 29 年度

に肝炎医療指標（33）、自治体事業指標

（21）、拠点病院事業指標（20）を作成し

た。平成 30 年度、平成 31 年度/令和元年

度には、これらの指標を拠点病院へのアン

ケート調査、拠点病院現状調査（肝炎情報

センターで実施）、都道府県事業調査（肝

炎対策推進室で実施）から評価した。 

本研究班では、指標班との連携により、

院内連携、病診連携に関係する指標として

電子カルテを用いた院内連携、ウイルス肝

炎検査陽性者の受診、C 型肝炎治癒後のフ

ォロー等に関する指標を主に評価した。平

成 31 年度/令和元年度には、肝炎医療指標

調査の中で病診連携指標を調査した。拠点

病院に対しては全 71 拠点病院を対象に、

専門医療機関に対しては、指標班が抽出し

た 10 都道府県に各５専門医療機関の選択

を依頼し、全 50 専門医療機関を対象に、

同じ病診連携指標を用いてパイロット調査

を実施した。 

10

No . 対象 項⽬ 分⼦ 分⺟ 備考

1 拠点病院
肝炎ウイルス患者の他院
からの紹介患者率（HBV、
HCV別）

他院から紹介されて受診し
た初診のB型・C型慢性肝疾
患患者数

初診のB型・C型慢性肝疾患
患者数

院外からの紹介率の指標

２ 拠点病院
肝炎ウイルス患者の逆紹
介率（HBV、HCV別）

紹介元への逆紹介者数
他院から紹介されて受診し
た初診のB型・C型慢性肝疾
患患者数

拠点病院から紹介元への⽂
書での診察結果のフィード
バックを1回以上⾏った場
合、逆紹介ありと判断する。

３ 拠点病院
肝疾患診療連携拠点病院

と他院との診療連携率
（HBV, HCV別）

診療情報提供⼜は肝炎患者

⽀援⼿帳により他医療機関
と診療連携を⾏っているB
型・C型慢性肝疾患患者数

肝疾患診療連携拠点病院に

定期的に通院しているB型・
C型慢性肝疾患患者（C型慢
性肝疾患患者のSVR後、

HBV感染者の無症候性キャ
リアを含む）

定期通院とは、少なくとも

1年に1回以上通院している
場合とする。（連携班コメ
ント︓他医療機関への通院

を⾏っていない患者も相当
数存在するため、指標が1

になることは期待できない
と思われる。しかし、拠点
病院間の⽐較、同⼀拠点病

院間の経年的な推移を評価
できる点ではよい指標だと

考える。）

R1診療連携指標（ 診療連携1〜３ ）

令和元年度肝炎医療指標調査の際に拠点病院を対象に実施
( 2 0 1 9年1 0⽉)  

（倫理面への配慮） 

本分担研究は、事業調査によって収集さ

れたデータに基づく解析研究であり、個人

情報を取り扱うことはない。したがって厚

生労働省「人を対象とする医学系研究に関

する倫理指針」（平成 26 年 12 月 22 日）

を遵守すべき研究には該当しない。 

 

C. 研究結果 

１）院内連携関連指標調査結果 

全国拠点病院（平成 29 年度時点で 70 病

院）を対象とした肝炎医療指標調査の中で、

「肝炎ウイルス陽性者受診勧奨システム

（電子カルテによる陽性者アラートシステ

ム）の導入の有無（肝炎-5）」、「同電子

カルテシステムを用いた受診指示の有無

（肝炎-6）」、「同電子カルテシステムを

用いて、消化器内科・肝臓内科以外の診療

科から紹介されたウイルス肝炎患者数（肝

炎-7）」を、院内連携関連指標として評価

した。 

その結果、（肝炎-5）電子カルテシステ

ムを導入している（57.4％）、（肝炎-6）

電子カルテシステムで受診指示している

（63.5％）であった。また、（肝炎-7）電

子カルテシステムによる非専門診療科から
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の院内紹介率は 104 人/329 人（指標値

0.32）と全国的に低く、電子カルテシステ

ムの導入のみでは十分に紹介率が上がらな

い現状が明らかになった。 

平成 30 年度と平成 31 年度/令和元年度の

調査結果を比較すると、電子カルテアラー

トシステム導入率（53％→50％）、消化器

内科・肝臓内科への受診指示率（53％→

49％）といずれも改善は認められなかった。 

２）C型肝炎 SVR 後フォロー指示実施率 

同様に肝炎医療指標の中で、「肝線維化

に応じた SVR 後フォローの指示率（肝炎-

14）、「SVR 後フォロー指示実施率（肝炎

-15）」を病診連携に繋がる指標として評

価した。 

全拠点病院での結果は、（肝炎-14）肝

線維化に応じた SVR 後フォロー実施率

7650 人/8552 人（指標値 0.90）、（肝炎-

15）SVR 後フォロー指示実施率 8509 人

/8559 人（指標値 1.00）であり、拠点病院

における SVR 後のフォロー指示に関しては

極めて高い達成度であった。平成 31 年度/

令和元年度の同指標調査でも、SVR 後フォ

ロー指示実施率 8777 人/8937 人（指標値

0.982）であり、高い達成度が維持されて

いた。 

３）拠点病院対象病診連携指標 

B 型肝炎、C 型肝炎ともに、かかりつけ

医から拠点病院への紹介率、拠点病院から

かかりつけ医への逆紹介率はいずれも 80-

90％であったが、診療情報提供書、患者手

帳等を使っての診療連携実施率は 20-30％

にとどまっていた。専門医療機関とかかり

つけ医との病診連携指標は解析中である。 

 

D. 考察 

拠点病院における院内連携支援として電

子カルテを用いたウイルス肝炎検査陽性者

アラートシステムが期待されている。平成

31 年度/令和元年度時点で同システムの導

入は 50％程度に留まっており、導入率の

向上が期待される。しかし、電子カルテシ

ステムが導入されていても、同システムに

よる専門診療科への受診指示率、紹介率は

低く（49％、32％）、紹介率向上に向けて

の対策が必要である。拠点病院における病

診連携の端緒となる C型肝炎 SVR 患者への

フォロー指示率は高かった。拠点病院とか

かりつけ医間での紹介率、逆紹介率は

90％と高かったが、文書、手帳等を用いて

の診療連携実施率は 30％程度であった。

今後はかかりつけ医から専門医療機関や拠

点病院への紹介を円滑に行うためのシステ

ム構築等が必要である。 

 

E. 結論 

院内連携、病院連携を推進するための基

礎資料とするため、指標班と連携して拠点

病院における院内連携指標、病診連携指標

調査を実施した。平成 31 年度/令和元年度

には、専門医療機関における病診連携指標

を、10 都道府県を対象にパイロット調査

を実施した。今後は地域の実情に応じた診

療連携を推進するために、拠点病院におけ

る本指標の継続調査と、全国専門医療機関

を対象とした拡大調査が必要である。 
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